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修士論文要旨

熱帯大気における主要な変動成分である熱帯季節内振動 (Madden-Julian Oscillation: MJO)

は, 中高緯度大気にも影響を及ぼし, 異常気象を引き起こす一つの要因であることが, これま
での研究により指摘されている。しかしながら, 中高緯度大気循環場が, MJOの振幅や位相
極性に対してどのような応答特性を持つのかなど, その影響の詳細は明らかではない。そこ
で本研究では, MJOの振幅と極性に対する, 北半球冬季の中高緯度大気循環場の詳細な応答
特性を明らかにするために, 外向き長波放射量 (OLR) データ, および JRA-55再解析データ
を用いて解析を行った。
まず, 季節内変動成分を取り出すため, 30-90日 band-pass filterを施した熱帯域の OLR

偏差について主成分分析を行い, その結果得られる第一主成分と第二主成分からMJOを定
義した。このように定義したMJOは, 赤道域をゆっくりと東進する対流活発域として特徴
付けられる。また, それぞれの主成分に対応するスコアからMJOの振幅と位相を決定した。
そして, 位相毎に, 速度ポテンシャル偏差や流線関数偏差の季節内変動成分が, MJO の振幅
に対し線形的に応答しているか否か, MJOの位相極性に対し対称的に応答しているか否か,

などに着目して応答特性を 4つに分類し, 地域毎の応答特性を記述した。
その結果, 東西波数 1の傾圧構造で特徴付けられる速度ポテンシャル偏差場は, MJOの各

位相において, 高緯度域にまで拡がる偏差の大きい領域のほぼ全てで, 振幅に対し線形的に
応答し, MJOの振幅が大きくなると偏差も大きくなることが示された。しかも, MJOの位
相が反転しても, 偏差場の空間構造はほぼ不変で, その極性のみが反転する。また, このよ
うに線形応答する領域は, 各位相で合成した偏差の大きさが統計的に有意な領域とほぼ一致
する。
一方, 流線関数偏差場は空間スケールがより小さく, 低緯度域では傾圧構造, 中高緯度域で

は順圧構造で特徴付けられるが, 合成偏差の大きさが統計的に有意な領域でも, MJOの振幅
に対して, 必ずしも線形的に応答しないことが明らかになった。偏差が線形的に応答し, か
つ位相の反転に対しても対称的な応答を示す領域は, MJOに伴う対流偏差付近に形成され
るMatsuno-Gillパターンに相当する偏差が存在するインド洋や海洋大陸など, ごく一部の
低緯度域に限られる。一方, 北太平洋域から北米領域にかけて連なる波列状の偏差パターン
などが存在する中高緯度域では, 各位相で線形的に応答する領域は限定的であり, しかも, 位
相反転に対し, 対称応答を示す領域はほとんど存在しない。
次に, 流線関数偏差場の応答特性と, その形成過程との関連性を検討するため, 渦度収支解

析を行った。その結果, 偏差が線形・対称応答を示した北インド洋亜熱帯域などでは, 偏差
場の形成に季節内変動成分に伴う線形力学過程が主要な役割を果たしていることが明らかに
なった。一方, 線形応答を示さない北太平洋北部など中高緯度域における偏差場の形成には,

総観規模擾乱など, 季節内変動以外の変動成分に伴う非線形力学過程の寄与が支配的であっ
た。このように, 偏差場の応答特性は, その形成過程を通じて理解可能であることが示唆さ
れる。
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第1章 序論

1.1 熱帯大気の特徴
熱帯域の大気には, 1週間以上の周期を持った赤道ロスビー波や, 赤道ケルビン波のよう

な赤道波が存在する。それらの波動の特徴は, 衛星により観測された輝度温度の南北対称成
分の波数-周波数パワースペクトルを示した図 1.1から窺い知ることができる (Kiladis et al.,

2009)。この図の等値線は, 赤色ノイズのパワースペクトルと観測されたそれとの比を示し
ており, 観測されたスペクトルが, 赤色ノイズのそれよりも, 95%以上有意に大きい領域に色
塗りしてある。また, 直線および曲線は赤道ケルビン波, 赤道ロスビー波, 慣性重力波の分散
曲線を示している。この図で, 周期 3日以上の領域に着目すると, 有意な領域は 3つ存在し
ていることが分かる。第一は, 赤道ケルビン波に対応する領域である。そこでは, 東向きの
位相速度を持つケルビン波の分散曲線 (直線) に沿って有意な変動が存在し, 等価深度 25m

付近でスペクトル比が最大となっている。第二は, 赤道ロスビー波に対応する領域である。
そこでは, 周期 30日程度で西向きに進行する波動成分にピークが存在する。そして第三は,

周期 30日以上で, 東向きの位相速度を持つ東西波数 1成分にピークを持つ変動成分である。
これは, 熱帯の季節内振動に対応する。

図 1.1: 衛星観測で得られた放射輝度温度の波数-周波数パワースペクトル。横軸は東西波数, 縦軸
は振動数 (周期)で, 1983年 7月-2005年 6月のデータから算出された 15◦S-15◦N で平均された南北
対称成分のパワースペクトルを示す。等値線で赤色ノイズのパワースペクトルとの比を示している
(95%以上有意な領域を色塗り)。また, 直線および曲線で赤道ケルビン波 (KELVIN), n=1の赤道ロ
スビー波 (ER), n=1の慣性重力波 (WIG) の分散曲線を図示している。なお, 分散曲線はそれぞれ,
等価深度が 8, 12, 25, 50, 90mのものである。Kiladis et al. (2009)の図 1に一部加筆。
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第 1 章 序論 1.2熱帯季節内振動の特徴

1.2 熱帯季節内振動の特徴

1.2.1 熱帯季節内振動

熱帯大気に存在する季節内振動 (IntraSeasonal Oscillation: ISO) はMaddenと Julianに
より発見された 30-60日の周期を持つ大気変動現象であり (Madden and Julian,1971; 1972),

発見者の名前に因み, マッデン-ジュリアン振動 (Madden-Julian Oscillation: MJO) や熱帯
季節内振動 (Tropical ISO) と呼ばれる。この季節内振動は対流活動と循環場とが結合した
現象として特徴付けられる。図 1.2に, MJOに伴う対流偏差と東西循環場偏差に関する模式
図を示す。この図は, 熱帯季節内振動に伴う偏差パターンの経度-高度断面を示している。ま
た, 図中の雲は対流活動偏差の位置, 流線は東西循環偏差を示す。まず F (最上段) に着目す
ると, インド洋上に発生中の対流活動が存在し, そこでの対流圏上層 (下層) には, 発散 (収
束) 場が存在するような, 傾圧的な循環偏差場の構造が見て取れる。また, 対流活動の東側
には下降域が存在し, そこでの対流圏上層 (下層) には収束 (発散) 場が存在する。このよう
に, 東西方向に波数 1の構造を示すことが特徴的である。この構造を維持しながら, 対流活
動は発達しながら東進し, 海洋大陸付近に到達すると最盛期となる (A)。この頃に, 東西循
環偏差場も最も明瞭な構造を持つようになる。その後, 太平洋上へ東進すると, 対流活動は
徐々に衰退し, 日付変更線の東側で消滅する (D)。対流活動の消滅後も東西循環場は速度を
増しながら東進する。ときとして, MJOに伴う東西循環場が赤道上を一周して東進し, イン
ド洋まで達することもある。

図 1.2: 熱帯季節内振動 (MJO)に伴う対流偏差と東西循環場偏差の経度-高度断面図 (模式図)。MJO
の各位相における, MJOに伴う東西循環偏差を流線で, 対流活動偏差を雲で示す。各図中の上部の線
は対流圏界面を示し, 下部の線は海面気圧偏差を示す (陰影は負偏差)。この模式図で示されたMJO
の周期は 45日程度である。Madden and Julian (1972)より転載。
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第 1 章 序論 1.2熱帯季節内振動の特徴

図 1.3: MJOに伴う大気循環偏差場の 3次元構造の模式図。対流活動がインド洋上で活発なときの
構造を示す。雲の形で対流活動の位置, 斜線でOLR偏差が特に低い領域を示す。矢印は, 対流圏上層
(200mb)・下層 (850mb)における, 赤道に沿った東西風, および, 対流圏中層 (500mb)における鉛直
風偏差。太い流線は対流圏上層と下層における回転風成分を示し, Aは高気圧性循環, Cは低気圧性
循環に対応する。Rui and Wang (1990)より転載。

一方, 図 1.3はMJOに伴う活発な対流活動がインド洋上に存在するときのMJOの 3次元
構造を模式的に示したものである (Rui and Wang, 1990)。対流活発域の位置を雲で, 細い矢
印で対流圏上層・下層の赤道上における東西風偏差, および, 対流圏中層での鉛直風偏差を
示している。一方, 太い流線は対流圏上層・下層での回転風に伴う循環を示す。この図から,

対流活発域では対流圏中層で上昇流が存在し, その東側の広い領域では下降流が存在するこ
とが分かる。また, 赤道上で, 120◦Eよりも西側の領域では, 上層に東風偏差が, 下層に西風
偏差が存在する。一方, それより東側では, 上層で西風, 下層で東風偏差となる。また, 対流
活発域の西側の亜熱帯域には, 上層の南北両半球に高気圧性循環の対, 下層に低気圧性循環
の対が, 赤道に対して対称的に存在する。さらに, 東側の亜熱帯域には, 逆に, 上層に低気圧
循環の対, 下層に高気圧性循環の対が存在する。これらの傾圧的構造は, 赤道域に加熱や冷
却が存在した場合の大気応答であるMatsuno-Gillパターン (Matsuno, 1966; Gill, 1980) と
対応する。つまり, MJOは, 対流活動と赤道ケルビン波および赤道ロスビー波が結合した現
象としておおよそ説明できる。

1.2.2 MJOとBSISO

熱帯季節内振動の形態は季節に依存することが知られている。Kikuchi et al. (2012)は, 北
半球冬季と夏季の季節内振動について, 25-90日の band-pass filter を施したOLR偏差を用
いて解析を行っている。また, 彼らは前者をMJO, 後者をBSISO (Boreal Summer ISO) と
呼んだ。図 1.4に, MJOおよび BSISOについて, 位相毎で合成図解析を行った結果を示す。
図で, 等値線はOLR偏差 (偏差の大きさの統計的有意性が 99%以上の領域に色塗り), 矢印
は 850hPa風偏差の合成図を示す。この図では, それぞれの季節内振動の位相を 8つに分類
し, PHASE1からPHASE8までを 1サイクルとして表現している。MJOの対流活発域の時
間発展は, PHASE1においてアフリカ-西インド洋上で発生した対流活発域が, 発達しなが
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ら東進していき, インド洋東部で最盛期を迎え (PHASE3), その後衰退しながら太平洋上を
東進し続け (PHASE8), 日付変更線付近で消滅する。このような対流活発域の時間発展は,

Madden and Julian (1972)で示されたMJOのそれと一致する。また, この対流活発域に伴
う大気循環場偏差では, ケルビン波とロスビー波が結合した応答が卓越し, 赤道に対して南
北対称な特徴を持つ構造が卓越する。
一方, 夏季で定義されるBSISOの対流活発域の時間発展の特徴は, 以下のようである。ま

ず, PHASE1では, インド洋中央部で対流活発域が発生する。PHASE2から PHASE4では,

対流活発域は赤道上をゆっくりと東進しながら, インド洋上で北進する様子が顕著となる。こ
のため, PHASE4では,北西から南東に延びた対流活発域が形成される。さらに, PHASE5に
では, 対流活発域の南東部分に相当する海洋大陸付近で, 対流が再度発達し,それはPHASE7

にかけて衰退しながら徐々に日本の南方海上まで北進する。また, BSISOに伴う循環場偏差
では, 北半球で強い振幅を持つケルビン波とロスビー波との結合応答が卓越し, 赤道に対し
て非対称な構造が卓越する。
以上のように, 北半球冬季の熱帯域における季節内振動は, Madden and Julian (1972) が

発見した季節内振動と同じ空間構造を持ち,赤道上を東進する対流活発域で特徴付けられる
が, 北半球夏季の季節内振動では, 北進する成分が顕著であり, Madden and Julian (1972)

の見いだしたものとは異なる形態を持つことが示された。

図 1.4: 北半球冬季の季節内振動 (MJO) と北半球夏季の季節内振動 (BSISO) のライフサイクル。等
値線で OLR偏差 [Wm−2], 矢印で 850hPa風 [ms−1]の位相毎の合成図を示す。OLR偏差が 99%以
上有意な領域に色塗りした。ここで 8つの位相は, 周期 25-90日の band-pass filterを施した赤道域
OLR偏差 (MJOは 12-2月, BSISOは 6-8月のOLR偏差を用いた) について EEOF (拡張主成分) 解
析を行い, 得られた第一主成分と第二主成分に対応する時系列 PC1, PC2で張られた位相空間を用い
て定義された。各図の右上の数字は合成図解析で用いたサンプル数。Kikuchi et al. (2012)より転載。
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1.3 熱帯季節内振動が中高緯度大気に与える影響

1.3.1 全球循環場への影響

熱帯季節内振動は, 中高緯度大気を含めた全球の循環場に大きな影響を与えることが知ら
れている。Matthews et al. (2004)は, MJOが北半球冬季の循環場に与える影響について解
析を行っている。彼らはその影響を, Matthews (2000)に基づき, 次のように求めた。まず,

MJOを 20-200日の band-pass filterを施した赤道域のOLR偏差の第一主成分 (EOF1), 第
二主成分 (EOF2) で定義する。また, それぞれの主成分と対応するスコアを PC1, PC2と
する。次に, 全球の各格子点 iでの変数 p (流線関数など) について, それぞれのスコアに対
する回帰を求める。すなわち, それぞれの回帰, p̂i(PC1), p̂i(PC2)は,

p̂i(PC1) = ai + biPC1 (1.1)

p̂i(PC2) = ci + diPC2 (1.2)

で与えられる。そして, これらの回帰から, PC1とPC2で張られる位相空間における, MJO

のある位相 (角度 α) と対応する各格子点の偏差 p(α)を

p̂i(α) = p̂i(PC1) cosα+ p̂i(PC2) sinα (1.3)

で表現した。なお, αは,

α = tan−1

(
PC2(t)

PC1(t)

)
(1.4)

で定義される。図 1.5は, このようにして求められた, MJOの各位相における対流圏上層
(200hPa) の流線関数偏差場 (等値線) とOLR偏差 (太線) を示す。なお, 彼らはMJOの 1

周期を 48日と定義し, 図 1.5は前半の半周期 (24日間) 分について 6日毎の偏差場を示す (各
図の左上の数字が日を示す)。ところで, この解析手法では, 後半の半周期の偏差パターンは,

対応する前半の半周期でのパターンと空間構造は全く同じで, 符号のみが反対になることに
注意すべきである。
この前半の半周期において, 対流活発域はインド洋 (t=0) から太平洋西部に (t=18) 到達

する。この前半の半周期の間, 共通して亜熱帯域では, 対流活発域の東側の南北両半球に高
気圧性循環の対と, 対流不活発域の東側の南北両半球に低気圧性循環の対が存在する。この
応答パターンは, 前節で述べた熱帯季節内振動に伴う赤道域での循環偏差パターンの特徴と
一致し, 対流活発域による加熱, および対流不活発域における冷却効果により, それぞれの
領域に特徴的なMatsuno-Gill応答のパターンが出現していることに対応していると考えら
れる。
一方,中高緯度域では次のような偏差場がみられる。まず, t=0では,北太平洋 (45◦N, 180◦)

に中心を持つ高気圧性循環偏差が存在する。この高気圧性循環偏差とその南側に位置する
低気圧性循環偏差によって, 30◦Nに沿った東風偏差が形成され, アジア-太平洋域でジェット
を弱化させる。また, カナダ西部上空の低気圧性循環偏差とカナダ東部上空の高気圧性循環
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図 1.5: 北半球冬季において熱帯季節内振動 (MJO)と関連する流線関数偏差。等値線は 200hPaの流
線関数偏差 [m2s−2]を示す (負の値は点線で示す)。等値線間隔は 1.25×106m2s−2。太実線 (太点線)
は OLR偏差 [Wm−2]の値が 10Wm−2(-10Wm−2)の等値線を示す。200hPa水平風の東西あるいは
南北成分の偏差のどちらかが 95% 以上有意な領域に陰影を施した。各図の左上の tの値は日数を示
す。なお, MJOの 1周期は 48日と定義した。図中の H, Lの文字は,流線関数が極大,極小となって
いる地点を示す。Matthews et al. (2004)より転載。

偏差とは, 太平洋-北米領域における波列パターンを形成している。この波列パターンは, 多
少西へシフトしてはいるが, PNA (Pacific-North American) パターンとよく似た構造を持
つ。なお, Mori and Watanabe (2008)は合成図解析により, PANパターンの振幅の約 30%は
MJOと関連する成分であることを見積もっている。また, t=6では, この波列パターンに伴
う北太平洋とカナダ西部上空に存在する上流側の循環偏差が衰退し,カナダ東部に存在する
下流側の高気圧性循環偏差が強化される様子が確認できる。さらに, その下流側の大西洋上
で, 弱い低気圧性循環偏差と高気圧性循環偏差が形成しはじめる。図 1.5c,dで示される t=6

以降では, 太平洋西部に位置していた南北両半球の低気圧性循環偏差の対が, 対流活発域と
ともに東進しながら衰退していく。なお, 循環場の応答は, 北半球でより顕著であることが
分かる。これは, 亜熱帯ジェットがより低緯度側に位置し, 熱帯域における加熱偏差の影響を
より受けやすくなるためと考えられる。

1.3.2 日本付近での影響

遠藤・原田 (2008) は, 北半球冬季において, MJOが日本の気候へ及ぼす影響を, 気温, 降
水量, 日照時間の合成図を用いて解析を行った。彼らは, 20-70日の band-pass filterを施し
た赤道域 200hPa速度ポテンシャル偏差の EOF1, EOF2 に対するスコア PC1, PC2で張ら
れた位相空間を用いて, MJOの位相を 12個 (PHASE1から PHASE12) に分割して解析し
た。なお, PHASE2では, 対流活発 (不活発) 域はインド洋中央部 (太平洋西部) に存在し,
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図 1.6: MJOの各位相で合成した日本各地域の地上気温偏差 [◦C]。横軸は MJOの位相。凡例は,
North が北日本, East が東日本, West が西日本, Nansei が南西諸島を示す。いずれも 20-70 日の
band-pass filterを施した値の地域平均値。遠藤・原田 (2008)より転載。

その逆位相の PHASE8 では対流活発 (不活発) 域が太平洋西部 (インド洋中央部) に存在す
る。彼らは, 各位相の合成図解析を行っているが, ここでは, 合成偏差が統計的に有意であっ
た日本域での地上気温についての解析結果を示す。図 1.6は北日本, 東日本, 西日本, 南西諸
島の各位相での地上気温偏差を示す。なお, 解析では band-pass filterにより抽出した 20-70

日の周期帯の変動成分のみに着目している。まず, MJOのPHASE1からPHASE3では, 日
本全域で高温偏差がみられ, PHASE6から PHASE7では, 特に西日本で低温偏差となって
いることが分かる。
彼らは, さらに, MJOと中高緯度域での循環場偏差との関係性についても解析を行ってい

る。図 1.7は 500hPa, 1000hPa高度場偏差 (Z500, Z1000), および 850hPa 気温偏差 (T850)

のMJOの PHASE2, PHASE6, および PHASE8の位相での合成図である。対流活発域は,

それぞれの位相で, インド洋中央部, 海洋大陸, 太平洋西部に存在する。日本全域で高温偏差
がみられた PHASE2では, Z500と Z1000で, 北太平洋に高気圧性偏差が存在し, これはア
リューシャン低気圧が弱化することを意味している。また, ユーラシア大陸にも低気圧性偏
差が存在し,シベリア高気圧も弱化する。すなわち, PHASE2では, 東アジア域で西高東低の
冬型の気圧配置が弱まることを示している。この東アジアモンスーンの弱まりと対応して,

日本付近でT850が高温偏差になっている。一方, 西日本中心に低温偏差となるPHASE6の
合成図では, 日本付近に Z500で負偏差が存在し, 日本付近では気圧の谷が強まることが分か
る。このとき, T850は日本付近で低温偏差を示す。また, PHASE2の逆位相であるPHASE8

の合成図は, Z500と Z1000でみられる北太平洋域での偏差の空間構造は, ほぼ PHASE2で
のそれと同じではあるが, その偏差の符号は逆となる。このため, 西高東低の冬型の気圧配置
が強化する。また, T850でも, 日本付近に低温偏差が存在する。ただし, PHASE2と比べる
とPHASE8での気温偏差は南にシフトしており, 日本各地の地上気温偏差は負で最大となら
ない。彼らは, MJOの位相が逆になると,亜熱帯ジェットの南北位置や強さが対称的に変化
したとしても, 傾圧性擾乱の活動度や移動経路が変化するため, 擾乱に伴う熱輸送パターン
に非対称性が生じるためであると推測している。すなわち, 傾圧擾乱に伴う非線形性によっ
てMJOの位相に対する中高緯度大気循環場の応答が非対称になることが考えられる。
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図 1.7: MJOの位相毎の 500hPa高度場偏差 [m] (a), 1000hPa高度場偏差 [m] (b), 850hPa 温度偏
差 [◦C] (c)の合成図。上から順にMJOの位相が PHASE2, PHASE6, PHASE8の場合を示す。偏差
が 95%以上有意な領域を色塗りしている。薄い (濃い) 陰影が正偏差 (負偏差)。等値線間隔はそれぞ
れ (a) 4m, (b) 4m, (c) 0.2 ◦C。(b), (c) では地形の標高が 1500m以上の領域は描画していない。遠
藤・原田 (2008) より転載。

8



第 1 章 序論 1.4本研究の目的

1.4 本研究の目的
これまで, MJOに代表される熱帯季節内振動が中高緯度大気に与える影響について, 解析

された研究の多くでは, 遠藤・原田 (2008) やMori and Watanabe (2008)のように, 熱帯で
の対流活発域の地理的位置と対応して, 東進するMJOの時間発展に伴う 1周期をいくつか
の位相に分割し, それぞれの位相について, 合成図解析を行う研究手法が用いられてきた。ま
た, Matthews et al. (2004)のように, MJOに伴うOLR偏差などに EOF解析を行って得ら
れるスコアへの線形回帰によって中高緯度大気への応答を調べた研究もあるが, それらの研
究ではMJOに対して中高緯度大気は線形的に応答することを仮定している。従って, これ
ら従来の手法では, MJOに対する中高緯度大気の応答が線形的であるのか否か, あるいは,

中高緯度大気循環偏差の大きさがMJOの振幅 (すなわち加熱強制の強さ) とどのような関
係にあるのかを解析することはできない。
また, MJOが中高緯度大気に与える影響は, 必ずしもその位相極性に対して対称的では

ない。例えば, 遠藤・原田 (2008)は, 850hPa温度偏差の合成図には, MJOの位相が逆位相
である場合と比較して, 非対称な成分が存在することを指摘している (図 1.7の PHASE2と
PHASE8 のT850偏差を参照)。しかし, これらの非対称性に関する研究, つまりMJOの極
性 (逆位相)に対する中高緯度大気の応答特性について, 詳しく吟味した研究は存在しない。
そこで本研究では, 再解析データを用い, MJOの振幅と極性に対する中高緯度大気の詳細

な応答特性を解析することを目的とする。そのため, MJOの振幅に対して中高緯度大気が
線形的に応答しているのか否か, あるいは, その極性に対して対称的な応答をしているのか
否かに着目して, 統計的手法を用いた解析を行い, 各緯度-経度格子点での中高緯度大気の応
答特性を詳細に記載する。なお, 本研究での解析期間は, 北半球中高緯度への影響が顕著と
なる北半球冬季とした。
本論文の構成は以下の通りである。まず, 第 2章では, 本研究で使用するデータと解析手

法について述べる。次に, 第 3章では, 熱帯季節内振動が中高緯度に与える応答特性につい
て, 速度ポテンシャル偏差場と流線関数偏差場の解析結果を示す。第 4章では, 解析結果よ
り示された応答特性が現れる要因について, その形成過程に着目して考察する。そして, 最
後に第 5章で結論を述べる。
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第2章 使用データと解析手法

2.1 使用データ
本研究では, 熱帯対流活動の指標として外向き長波放射量 (OLR)を用いた。また, JRA-55

再解析データを用いて大気循環場を解析した。解析期間は 1979-2013年の 35年間であり, 大
気循環場の解析には 12-2月の北半球冬季のデータを使用した。以下では, これらのデータ概
要を記す。

2.1.1 外向き長波放射量 (OLR)

米国国立大気海洋庁 (NOAA) 作成の外向き長波放射量 (Outgoing Longwave Radiation:

OLR) のデータ (Liebmann and Smith, 1996)の概要を表 2.1に示す。

表 2.1: OLRデータ概要

NOAA OLR データ
解析期間 1979-2013年 (35年間)

水平解像度 2.5◦ × 2.5◦ 緯度経度格子
時間解像度 1日毎

まず, このOLR [Wm−2] データから, 気候値からの偏差を計算した。気候値は, 気候系監
視報告別冊第 13号を参考に, 1979-2008年 (30年間) の日々の平均値を求め, さらにこの平
均値について 60日の low-pass filter (Duchon, 1979)を施して作成した。なお, 用いた filter

は, 次の式で表現できる。

x̄ ≡

n∑
i=−n

wixi

n∑
i=−n

wi

(2.1)

ここで, wi は重み関数で, 次式で定義される。

wi =
sin(2πfLi)

πi

sin

(
πi

n

)
πi

n

(i = −n, · · · , 0, · · · , n) (2.2)
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fL はカットオフ周波数, 2n+1はフィルターで用いる項数を示す。また, xiがある日のデー
タで, x̄が濾波した結果である。例えば, 60日の low-pass filterは

fL = 60(日), n = 2fL + 1 = 121(日) (2.3)

とした。また, 閏年の 2月 29日の気候値は 2月 28日と 3月 1日の気候値の平均値で定義
した。
本研究では, 熱帯における対流活動の季節内変動成分に着目するため, 日々のOLR偏差に

30-90日のband-pass filter (Duchon, 1979)を施した値について解析を行った。なお, 30-90日
の周期帯を用いたのは, 2.2節で述べる熱帯域での第一主成分 (EOF1) と第二主成分 (EOF2)

の寄与率が, 他の周期帯で得られる主成分の寄与率と比べ, 高いためである。ここで, 30-90

日の band-pass filterは, 90日の high-pass filterと 30日の low-pass filterを組み合わせるこ
とで作成できる。なお, 30日の low-pass filterは式 (2.1)-(2.3) を用いて,

fL = 30(日), n = 61(日) (2.4)

として作成した。一方, 90日の high-pass filterは 90日の low-pass filterを施した値をもと
の偏差から差し引くことにより求めた。90日の high-pass filterで用いたカットオフ周波数
と項数 nは

fL = 90(日), n = 181(日) (2.5)

である。なお, 30-90日の band-pass filterを施すと, 全データ期間における前後 90日の値が
欠損となる。このため, 解析はそれらを除いた 1979年 4月 1日-2013年 10月 2日の期間に
ついて行った。

2.1.2 JRA-55 再解析データ

本研究で用いた気象庁 (JMA)作成の JRA-55再解析データ (Kobayashi et al., 2015)の概
要を以下に示す。

表 2.2: JRA-55再解析データ概要

JMA JRA-55 データ
解析期間　 1979-2013年 (35年間)

水平解像度 1.25◦ × 1.25◦ 緯度経度格子
鉛直層数　 37層 ( 1000, 975, 950, 925, 900, 875, 850, 825, 800,

775, 750, 700, 650, 600, 550, 500, 450, 400, 350,

300, 250, 225, 200, 175, 150, 125, 100, 70, 50,

30, 20, 10, 7, 5, 3, 2, 1hPa面)

時間解像度 6時間毎 (00,06,12,18UTC)

11



第 2 章 使用データと解析手法 2.1使用データ

使用した変数は, 速度ポテンシャル [m2s−1], 流線関数 [m2s−1]である。また, 解析では 6

時間毎のデータを日平均して作成される各日の気候値からの偏差を用いた。気候値は, OLR

データと同様の手法で, 1979-2008年 (30年間)のデータから作成した。なお, MJOと同じ
周期帯を持つ中高緯度偏差場について解析するため, 求めた日々の偏差について, 30-90日の
band-pass filterを施した。解析期間は, OLRデータと同様, 1979年 4月 1日-2013年 10月
2日とした。

12



第 2 章 使用データと解析手法 2.2MJOの位相・振幅の決定

2.2 MJOの位相・振幅の決定
本研究では, 30-90日の band-pass filterを施した通年のOLR偏差について, 30◦S-30◦Nの

領域で EOF解析 (主成分分析) を行い, その結果得られる第一主成分と第二主成分を用い
て, MJOの位相と振幅を定義した。なお, 遠藤・原田 (2008) では速度ポテンシャル偏差を
用いてMJOを定義しているが, 本研究では敢えて同様の定義を採用しなかった。本研究で
は, MJOに伴う対流活動偏差が中高緯度大気に及ぼす影響に着目するため, 対流活動偏差を
直接表現するOLR偏差を用いてMJOを定義することにした。
このようにして得られた EOF1 (第一主成分) と EOF2 (第二主成分) を図 2.1に示す。寄

与率はそれぞれ, 8.7%と 7.1%である。OLR偏差は負偏差領域が対流活発域, 正偏差領域が
対流不活発域を示す。従って, EOF1は, インド洋中央部に対流活発域が存在し, 太平洋西部
に対流不活発域が存在することを示している。一方, EOF2では, 対流活発域が海洋大陸に位
置し, その東側の太平洋中央部に, 弱いながらも対流不活発域が存在している。また, EOF1

でOLR偏差が小さい領域は, EOF2でOLR偏差が極大・極小となる領域と対応し, 両者の
偏差パターンは, 東西方向にその位相がほぼ 90◦ずれていることが分かる。また, それぞれ
の寄与率もほぼ等しいため, これらの二つの主成分によって, 30-90 日の周期を持つOLR偏
差がゆっくりと東進することが表現される。この特徴は, MJOに伴うOLR偏差の時間発展
の特徴とよく対応しているため, 以下では, この EOF1と EOF2を用いてMJOの振幅と位
相を定義した。
また,これらのEOF1, EOF2に対するスコアPC1, PC2を用いて, MJO-index (PC1∗, PC2∗)

を決定した。ここで,

(PC1∗, PC2∗) = (PC1,
√
λ2/λ1PC2) (2.6)

である。λ1, λ2 は EOF1, EOF2の固有値で, PC1, PC2の分散に等しい。MJO-indexを定

図 2.1: 赤道域 (30◦S-30◦N)における, 通年の OLR偏差 [Wm−2]に対する EOF1, EOF2。OLR偏
差には 30-90日の band-pass filterを施した値を用いて計算した。等値線と陰影は EOF1, EOF2に
伴う OLR偏差を示し, ±2Wm−2 から 4Wm−2 毎に等値線を引いた。それぞれの EOFの寄与率は
8.7%と 7.1%である。
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義する際には, PC2の大きさを規格化するために
√
λ2/λ1 を掛けている。このMJO-index

より, ある時刻 tにおけるMJO-indexの振幅A(t)と位相 α(t)を

A(t) =
√

(PC1∗)2 + (PC2∗)2 (2.7)

α(t) = tan−1

(
PC2∗

PC1∗

)
(2.8)

で定義する。
図 2.2にMJO-indexの時間発展を示す。この図では, PC1∗と PC2∗から張られる位相空

間において, 1日毎の (PC1∗, PC2∗) の軌跡をプロットした。図の枠内に記された地名は, 対
流活動の中心が存在するおおよその地理的位置を示す。また, MJOが順調に東進した場合,

位相空間上でMJO-indexは反時計回りの軌跡を描く。
なお, 本研究では, MJO-indexの振幅 A(t)が 1以上の場合, 顕著なMJOと定義した。ま

た, 図 2.2のように, 位相空間において (PC1∗)2 + (PC2∗)2 > 1 となる領域を, y軸が負の方
向から時計まわりに π/4毎に分割し, それぞれの領域をPHASE1からPHASE8と定義した。
表 2.3は, 北半球冬季 (12-2月) において, 各位相領域に存在するデータの個数N (日数)

と, 各領域に存在する独立なデータの数 (自由度) nを示す。ここで, 各位相領域に存在する
独立なデータ数は, その領域に存在する全データ数よりもかなり少なくことに注意すべきで
ある。これは, この解析においては, 予めデータに 30-90日の band-pass filterを施している
ため, 連続した日のデータには相関関係があり, 互いに独立したデータとはならないためで
ある。そこで, ある位相領域に存在する独立なデータ数を, その領域を通過したMJO-index

の軌跡の数で定義した。通常, 軌跡が各位相領域に滞在する期間は 6日程度であり, 表 2.3に

図 2.2: 位相空間上のMJO-index(PC1∗, PC2∗)の軌跡。期間は 1979-2013年。⃝ は 1日毎に位置
を示す。(PC1∗)2 + (PC2∗)2 > 1となる領域を, y軸が負の方向から時計回りに π/4毎に分割し, そ
れぞれの領域を PHASE1～PHASE8と定義した。図の枠内に記された地名は, 対流活動の中心が存
在するおおよその地理的位置を示す。
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示されたように, 独立なデータ数は全データ数の 6分の 1程度である。また, 解析期間が 35

年間であることを考慮すると, ある年の冬季に, MJO-indexの軌跡は, 各位相領域を 1～2回
程度通過していることが分かる。
図 2.3は, 各位相領域での OLR偏差 (a), および対流圏上層 (200hPa) の速度ポテンシャ

ル偏差 (b) の, 赤道域における合成図を示す。なお, 合成に使用した期間は北半球冬季 (12-2

月) である。各位相領域でのOLR偏差場の特徴は以下の通りである。インド洋上で発生し
た対流活発域が (PHASE1), インド洋東部で最盛期を迎え (PHASE3), その後, 衰退しなが
ら海洋大陸, 太平洋西部を東進する。一方, 対流不活発域は, PHASE5ではインド洋で増大
し, その後東進する。200hPa速度ポテンシャル偏差は, 正 (負) 偏差で収束 (発散) 域と対応
するが, 対流活発域の上層で発散域, 対流不活発域の上層で収束域が存在していることが分
かる。また, 対流圏上層の速度ポテンシャル偏差場は, 対流活発域の東進と伴に東進してい
ることも確認できる。以上の特徴はMadden and Julian (1972)が示したMJOの特徴と概
ね一致する。
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表 2.3: MJOの各位相のデータ数と自由度

MJO PHASE 全データ数N 自由度 n

PHASE1 218 39

PHASE2 234 43

PHASE3 267 49

PHASE4 307 48

PHASE5 208 39

PHASE6 237 45

PHASE7 287 45

PHASE8 257 38

図 2.3: 北半球冬季における, 各位相領域での OLR 偏差 [Wm−2] (a), 200hPa 速度ポテンシャ
ル偏差 [m2s−1] (b) の赤道域 (30◦S-30◦N) の合成図。等値線間隔は, それぞれ, 5Wm−2, および,
0.5×106m2s−1 。各図右下の括弧内の数字は全データ数 N を示す。
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2.3 大気の応答特性の分類
本研究では, MJOに対する大気循環場の応答特性を明らかにするため, 全球の緯度-経度

格子点における, 流線関数や速度ポテンシャルなどの気象要素が, MJOの振幅や位相に対し
てどのように応答しているかを解析した。また, 特に, これらの気象要素の応答が, MJOの
振幅に比例するか否か, あるいは, MJOの極性に対して対称的か否かに注目して解析を行っ
た。すなわち, どの領域の, どの気象要素が, MJOに対し線形的, もしくは対称的に応答し
ているのかを明らかにすることを第一目標とした。そこで, まず, MJOの極性に対する応答
の対称性については, 表 2.4に示す, ある位相領域とその逆の極性を持つ (逆位相の) 位相領
域に存在するデータを用いて解析した。なお, 以下では, PHASE1, 2, 3, 4を “正 PHASE”,

PHASE5, 6, 7, 8を “負 PHASE”と呼ぶ。

表 2.4: MJOの位相の組み合わせ

組み合わせ 正 PHASE 負 PHASE

1 PHASE1 PHASE5

2 PHASE2 PHASE6

3 PHASE3 PHASE7

4 PHASE4 PHASE8

具体的には,各正PHASE,およびそれと対応する負PHASEにおける,各格子点での気象要
素の応答特性の解析は, 図 2.4で示されるような散布図を用いて行った。この図は, PHASE1

と対応する逆位相である PHASE5での, (30◦S, 112.5◦E) における流線関数偏差の散布図で
ある。横軸はMJO-indexの振幅で, 正側に正 PHASE (PHASE1)での振幅, 負側に対応す
る負 PHASE (PHASE5) での振幅の逆符号を示す。また, 正負それぞれの位相領域で求め
た回帰直線を赤線で, 平均値 (合成値) を青線の水平線で示す。なお, 以下で示す同様の図で
は, MJO-indexの振幅と気象要素との回帰係数の統計的有意性が 90%以上の場合のみ, 回帰
直線を図示する。同様に, 平均値も, その値の統計的有意性が 90%以上の場合のみ図示する。
ここで, 平均値の検定は t-検定により実施し, 回帰係数の検定については 2.3.1節で示す手法
を用いた。

2.3.1 MJO-indexの振幅に対する応答が線形的か否かの判定

各位相領域で, ある格子点における気象要素と, MJO-indexの振幅との回帰係数の統計的
有意性が 90%以上の場合, その気象要素はMJO-indexの振幅に対し線形的に応答すると判
定した。以下に, 回帰係数の求め方と, その統計的有意性の検定方法を示す。なお, これらは
伊藤・見延 (2010) に基づいている。
まず, 回帰直線は各位相領域のデータを用いて最小二乗法により求めた。MJO-indexの振
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図 2.4: PHASE1と PHASE5の各位相領域での, (30◦S, 112.5◦E) における流線関数偏差 [107m2s−1]
の散布図。横軸はMJO-indexの振幅で,正の値は正PHASE (PHASE1)での振幅,負の値は負PHASE
(PHASE5) での振幅の逆符号を示す。赤線は, それぞれの位相での回帰直線。ただし, 回帰係数の値
の統計的有意性が 90%以上の場合のみ図示する。青線は平均値 (合成値)。ただし, その値の統計的有
意性が 90%以上の場合のみ図示する。図中の左右上部に示した数字は, 各位相における相関係数 (r)
と回帰係数 (b)。

幅を x, 気象要素の値を yとすると, 求めた回帰直線は,

y = b̂x+ â (2.9)

で表される。ここで, b̂は回帰係数, âは切片である。この回帰係数 b̂の標準誤差 (standard

error) は,

σ(b̂) =

√
s2∑N

i=1(xi − x̄)2
(2.10)

で定義される。ここで, xiはデータ値, x̄はその平均であり, s2は, 回帰直線の誤差の分散で,

s2 =

∑N
i=1 e

2
i

n− 2
(2.11)

である。ここで, eiは,

ei = yi − (b̂xi + â) (2.12)

であり, 各データ点での回帰直線の誤差を表す。なお, nは各位相領域における独立なデー
タ数, すなわちデータの自由度である。回帰係数の検定は, 式 (2.10) から計算される検定統
計量

t =
b̂

σ(b̂)
(2.13)

が, 自由度 n− 2の t分布に従うことを利用して行った。
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2.3.2 MJO-indexの極性に対する応答が対称か否かの判定

ある位相 (正PHASE) 領域と, その逆位相 (負PHASE) 領域を比べたとき, 格子点での気
象要素とMJO-indexの振幅との回帰係数の差が, 統計的に有意な (有意でない) 場合, その
気象要素はMJO-indexの極性に対し非対称的 (対称的) に応答していると判断した。回帰係
数の差の検定は, 市原 (1990) を参考に, 以下のように行った。
まず, 正 PHASEはMJO-indexの振幅を x, 気象要素の値を yとし, 最小二乗法により回

帰直線を求める。対応する負 PHASEでは, MJO-indexの振幅の逆符号を x, 気象要素の値
を yとし, 同様に, 最小二乗法により回帰直線を定める。

y = b̂1x+ â1 (2.14)

y = b̂2x+ â2 (2.15)

ここで, b̂1, b̂2は, それぞれ正 PHASEと負 PHASEにおける回帰係数であり, â1, â2は, 対
応する切片である。次に, この二つの回帰係数 b̂1と b̂2の差について検定を行う。それぞれ
の回帰係数の標準誤差 σ(b̂1), σ(b̂1),は,

σ(b̂1) =

√
s21∑N

i=1(xi − x̄)2
(2.16)

σ(b̂2) =

√
s22∑N

i=1(xi − x̄)2
(2.17)

である。この二つの標準誤差を用いて, 回帰係数の差の標準誤差 σ(b̂1 − b̂2)は,

σ(b̂1 − b̂2) =

√
σ(b̂1) + σ(b̂2) (2.18)

と定義できる。そして, 式 (2.18) から求められる検定統計量

t =
b̂1 − b̂2

σ(b̂1 − b̂2)
(2.19)

が, 自由度 n1 + n2 − 4 (n1:正 PHASEの自由度, n2:負 PHASEの自由度) の t分布に従うこ
とを利用して, 二つの回帰係数の差の検定を行った。本研究では, 回帰係数の差の統計的有
意性が 90%以上有意な (有意でない) 場合, つまり二つの回帰係数が有意に異なる (異ならな
い) 場合に, 非対称 (対称) 応答と判定した。

2.3.3 応答特性の分類

本研究では, 上記の線形応答の判別, および, 対称性の判別の結果に基づき, 各格子点での
気象要素のMJO-indexに対する応答特性を, 図 2.5に示すように, 以下の 4つに分類した。
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片線形応答 (応答特性A) :

一方の位相 (例えば正 PHASE) でのみ線形的に応答するが, その逆位相 (例えば負
PHASE) では線形的に応答しない (非線形的に応答する) 場合 [図 2.5の領域A]。

両線形・対称応答 (応答特性B) :

対応する二つの位相 (正 PHASEと負 PHASE) で線形的に応答し, かつ, 回帰係数の
差が統計的に有意ではない場合 [領域 B]。

両線形・非対称応答 (応答特性C) :

対応する二つの位相 (正 PHASEと負 PHASE) で線形的に応答し, かつ, 回帰係数の
差が統計的に有意な場合 [領域 C]。

非線形応答 (応答特性D) :

対応する二つの位相 (正PHASEと負PHASE) の両方で, 線形的に応答しない場合 [領
域D]。

なお, ある位相における, ある格子点での応答特性が, 応答特性 A (ただし, その位相にお
いて線形応答する場合), 応答特性 B, あるいは応答特性 Cに分類される場合には, そこでの
偏差は, MJO-indexの振幅に対し線形応答する。

図 2.5: 線形性, 対称性に着目した大気の応答特性の分類。A:片線形応答, B:両線形・対称応答, C:両
線形・非対称応答, D:非線形応答。正 PHASEと負 PHASEについては表 2.4を参照。
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2.4 渦度収支解析
本研究では, MJO-indexの各位相領域で合成した循環偏差場の形成要因を力学的に考察

するため, 渦度収支解析 (Cai and Van Den Dool, 1994; Feldstein, 2002; Mori and Watan-

abe, 2008)を実施した。本節では, その手法について記述する。
まず, この解析では, 気圧 (p) 座標系における渦度方程式

∂ζ

∂t
= −v · ∇(ζ + f)− ω

∂ζ

∂p
− (ζ + f)∇ · v + k ·

(
∂v

∂p
×∇ω

)
(2.20)

に基づいている。ここで, ζ[s−1]は相対渦度の鉛直成分, v[ms−1]は水平風ベクトル, f =

2Ω sinϕ[s−1]はコリオリパラメータ, ω[Pas−1]は鉛直 p速度を表す。式 (2.20) において, 右
辺第 1項は絶対渦度の水平移流, 第 2項は相対渦度の鉛直移流, 第 3項は発散に伴う渦度生
成項, 第 4項は水平渦の立ち上がりによる渦度生成項である。第 2項, 第 4項をまとめると,

式 (2.20) は,
∂ζ

∂t
= −v · ∇(ζ + f)− (ζ + f)∇ · v − k ·

(
∇× ω

∂v

∂p

)
(2.21)

となる。次に, 式 (2.21) を, 基本場 (気候値) とそれからの偏差場に分離する。物理量X の
基本場を X̄, 偏差場をX ′で表すと, 相対渦度 ζと水平風 v , および, 鉛直速度 ωはそれぞれ,

ζ = ζ̄ + ζ ′, v = v̄ + v′, ω = ω̄ + ω′ (2.22)

と表せる。式 (2.22) を式 (2.21) に代入し, 基本場に対する渦度方程式を差し引くと, 偏差場
についての渦度方程式

∂ζ ′

∂t
= −βv′ − v′ · ∇ζ̄ − v̄ · ∇ζ ′ − (ζ̄ + f)∇ · v′ − ζ ′∇ · v̄ − v′ · ∇ζ ′ − ζ ′∇ · v′

− k · ∇ × ω′∂v̄

∂p
− k · ∇ × ω̄

∂v′

∂p
− k · ∇ × ω′∂v

′

∂p
(2.23)

を得る。ただし, β ≡ ∂f/∂yである。式 (2.23) の右辺第 6項と第 7項をフラックス形式に変
形すると,

∂ζ ′

∂t
= −βv′ − v′ · ∇ζ̄ − v̄ · ∇ζ ′ − (ζ̄ + f)∇ · v′ − ζ ′∇ · v̄ −∇ · (v′ζ ′)

− k · ∇ × ω′∂v̄

∂p
− k · ∇ × ω̄

∂v′

∂p
− k · ∇ × ω′∂v

′

∂p
(2.24)

となる。さらに, 式 (2.24) の両辺の各項に 30-90日の band-pass filterを施すことにより, 季
節内変動成分を取り出すと,

∂ζ ′ISO
∂t

= −βv′
ISO−v′

ISO ·∇ζ̄− v̄ ·∇ζ ′ISO− (ζ̄+f)∇·v′
ISO− ζ ′ISO∇· v̄−

{
∇ · (v′ζ ′)

}
ISO

− k · ∇ × ω′
ISO

∂v̄

∂p
− k · ∇ × ω̄

∂v′
ISO

∂p
−

{
k · ∇ × ω′∂v

′

∂p

}
ISO

(2.25)
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となる。ここで, 添字 ISOは季節内振動成分を示す。また, 右辺第 6項の偏差場に伴う渦度
フラックスの発散項は, 偏差場X ′を季節内変動成分X ′

ISOとそれ以外の変動成分 (低周波変
動成分および高周波変動成分) X ′

LH とに分けて記述すると,

∇ · (v′ζ ′) = ∇ ·
{
(v′

ISO + v′
LH)(ζ′ISO + ζ′LH)

}
= ∇ · (v′

ISOζ
′
ISO) +∇ · (v′

LHζ
′
LH) +∇ · (v′

ISOζ
′
LH) +∇ · (v′

LHζ
′
ISO) (2.26)

と分離できる。式 (2.26), および渦度 ζISOと流線関数 ψISOの関係式,

ζISO = ∇2ψISO (2.27)

を式 (2.25) に代入し, 全体に∇−2を施すと, 次の偏差場に伴う流線関数偏差 ψISOの時間発
展式を導出することができる。

∂ψ′
ISO

∂t
=

7∑
i=1

ξi +R∗ (2.28)

ここで, R∗は摩擦消散などの非保存項に伴う残差で, ξi(i = 1, · · · , 7)は以下のように与えら
れる。

ξ1 = ∇−2
{
−βv′

ISO)
}

ξ2 = ∇−2
{
−v′

ISO · ∇ζ̄ − v̄ · ∇ζ ′ISO
}

ξ3 = ∇−2
{
−(ζ̄ + f)∇ · v′

ISO − ζ ′ISO∇ · v̄
}

ξ4 = ∇−2
{
−∇ · (v′

ISOζ
′
ISO)

}
ISO

ξ5 = ∇−2
{
−∇ · (v′

LHζ
′
LH)

}
ISO

ξ6 = ∇−2
{
−∇ · (v′

ISOζ
′
LH)−∇ · (v′

LHζ
′
ISO)

}
ISO

ξ7 = ∇−2
{
−k · ∇ × (ω′

ISO∂v̄/∂p)
}
+∇−2

{
−k · ∇ × (ω̄∂v′

ISO/∂p)
}

+∇−2
{
−k · ∇ × (ω′∂v′/∂p)

}
ISO

(2.29)

なお, 上式の各項の物理的意味は次の通りである (渦度生成に対するそれぞれの寄与を記
述する)。ξ1は季節内変動成分の南北風偏差による惑星渦度の移流による渦度生成, ξ2は気
候場と季節内変動成分との相互作用による渦度生成, ξ3は発散による渦度生成で, 発散場は,

季節内変動成分と気候場に分離した。ξ4は季節内変動成分による渦度フラックスの収束発散
による渦度生成, ξ5は季節内変動以外の変動成分による渦度フラックスの収束発散による渦
度生成, ξ6は季節内変動成分とそれ以外の変動成分との相互作用による渦度生成を表す。ま
た, ξ7は鉛直流による渦度フラックスと立ち上がり項による渦度生成である。
本研究では季節内変動成分に着目するため, 季節内変動成分に伴う線形項 ξLと, 季節内変
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動成分に伴う非線形項 ξN を以下のように定義して計算した。

ξL =
3∑

i=1

ξi (2.30)

ξN = ξ4 (2.31)

また, 残差項 Rを, 季節内変動以外の変動成分を含む全ての項, および摩擦消散などの非保
存項の合計として定義すると,

∂ψ′
ISO

∂t
= ξL + ξN +R (2.32)

と表せる。∂ψ′
ISO/∂tは中央差分を用いて計算し, ξLと ξN を差し引くことにより, 残差項R

を求めた。
なお, MJO-indexの各位相での力学的考察を行う際は, 再解析データを用いて予め各時刻

で求めておいた各項の値を, 位相毎に平均して解析を行った。これは, 循環偏差場などにつ
いて実施した合成図解析の手法と同じである。
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第3章 熱帯季節内振動に対する中高緯度大気
の応答特性

本章では, 熱帯季節内振動が中高緯度大気に及ぼす影響について, MJOの各位相領域での
合成図解析の結果をもとに記述する。まず, 中高緯度域におけるOLR偏差場の特徴に注目
して記述する。次に, 速度ポテンシャル偏差場と流線関数偏差場の応答について, 第 2.3節で
定義した応答特性に基づき記述する。

3.1 OLR偏差場
ここでは, OLR偏差場について, MJOの各位相領域で合成した空間パターンの特徴を, 対

応する二つの位相 (正 PHASEと負 PHASE) 領域を比較して記述する。図 3.1は, MJOの
各位相でのOLR偏差場の合成図であり, 等値線でOLR偏差を示す。また, 合成した偏差の
大きさの統計的有意性が 90%以上の領域に色塗りした。なお, MJOと関連した赤道域にお
ける OLR偏差場の主な特徴は第 2.2節で述べたが, 本節ではそれ以外の領域における全球
的な特徴について記述する。

PHASE1&5

　PHASE1では,対流活発域が西アフリカ-インド洋西部において発生しはじめ,海洋
大陸中央部に対流不活発域が存在する。それらとは別に, 太平洋中央部熱帯域の (0◦N,

150◦W) 付近にも対流活発域が存在する。これは, その前の PHASE8で日付変更線
付近まで到達した, MJOの対流活発域の名残に対応する。また, PHASE1では, 北太
平洋中央部の (15◦N, 140◦W) 付近に対流不活発域が存在する。この対流不活発域も,

PHASE8で存在していた北太平洋東部亜熱帯域の対流不活発域の名残と対応してい
る。さらに, PHASE1では, 南米大陸赤道域にも対流活発域が存在する。また, 北緯 30

度付近には, 中東から日本付近にかけて, 断続的に弱い帯状の対流活発域が存在してい
る。一方, 逆位相のPHASE5では, これらの領域で, PHASE1と極性が逆で, ほぼ同
じ空間パターンを示すOLR偏差が存在する。

PHASE2&6

　PHASE2では, インド洋中央部に対流活発域, 海洋大陸東部に対流不活発域が存在
する。PHASE1で存在していた, 太平洋中央部の対流活発域, および対流不活発域は
減衰している。また, 南米大陸でみられた対流活発域も同様に減衰する。さらに, 北緯
30度付近に位置する帯状の弱い対流活発域はMJOと共に東進し, 東アジアから北太
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平洋中央部に位置するようになる。一方, 逆位相のPHASE6では, これらの領域で,

PHASE2と極性が逆で, ほぼ同じ空間パターンを示すOLR偏差が存在する。

PHASE3&7

　PHASE3では, 対流活発域がインド洋東部で最発達し, 対流不活発域は太平洋西部
に位置する。太平洋中央部熱帯域, および南米大陸の対流活発域は消滅し, 大西洋東部
熱帯域の (15◦N, 10◦W) 付近には, 対流不活発域が存在している。また, PHASE2で,

極東域の北緯 30度付近に存在した対流活発域は, わずかに東進している。さらに, 北
太平洋中央部の (15◦N, 160◦W) 付近には新たな対流活発域が発生する。一方, 逆位相
のPHASE7では, これらの領域で, PHASE3と極性が逆で, ほぼ同じ空間パターンを
示すOLR偏差が存在する。

PHASE4&8

　 PHASE4では, 海洋大陸西部に対流活発域が, 太平洋中央部に対流不活発域が位
置する。南米大陸赤道域での対流不活発域は拡大・強化している。また, 北緯 30度付
近の対流活発域は消滅し, 北太平洋中央部の対流活発域が発達する。一方, 逆位相の
PHASE8では, これらの領域で, PHASE4と極性が逆で, ほぼ同じ空間パターンを示
すOLR偏差が存在する。

最後に, OLR偏差場の特徴をまとめる。
(1) 各位相で共通して, 中高緯度でのOLR偏差は, 全体的に熱帯域のそれと比べ偏差の大き
さも小さく, 位相に依存する変動も小さい。ただし, 北緯 30度付近に存在する帯状の対流活
発域や不活発域とMJOの位相との関係は, 統計的に有意である。
(2) 対応する二つの位相間では, 全球的に, 互いに極性が逆で, 空間パターンはほぼ同じOLR

偏差が存在することがわかる。
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図 3.1: MJO-indexの各位相領域 (図 2.2参照) で合成した OLR偏差 [Wm−2]。等値線とカラーの
陰影で OLR偏差を示し, ±3Wm−2 から 5Wm−2 毎に等値線を引いた。偏差の大きさの統計的有意
性が 90%以上の領域にカラーで陰影をつけた。各図上部の括弧内の数字は, 合成図作成に使用した全
データ数N (日数) を示す。なお, 左図が正 PHASE, 右図がそれと対応する負 PHASE。
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3.2 速度ポテンシャル偏差場

3.2.1 対流圏上層 (200hPa)

ここでは, 対流圏上層 (200hPa)の速度ポテンシャル (χ200) 偏差場の応答特性について,

対応する二つの位相 (正 PHASEと負 PHASE) 領域を比較して記述する。図 3.2は, 各位相
での χ200偏差の合成図を示す。等値線で χ200偏差を示し, 偏差の大きさの統計的有意性が
90%以上の領域に色塗りした。また, 各位相において, MJO-indexの振幅に対して偏差場が
線形応答する領域を斜線で示した。図 3.3は, 対応する二つの位相領域毎に, 両位相に対し線
形的で, なおかつ対称的に応答する, 両線形・対称応答 (図 2.5の応答特性 B) 領域をドット
で示した。また, 図 3.4には, 両位相に対し線形的ではあるが, その回帰係数の大きさが有意
に異なる, 両線形・非対称応答 (図 2.5の応答特性 C) 領域をドットで示した。なお, 図 3.3,

および, 図 3.4には, 対流強制との対応関係を吟味するため, 正 PHASEにおけるOLR偏差
の合成図を等値線と陰影で示した。陰影は, 偏差の大きさの統計的有意性が 90%以上の領域
に付けた。第 2.2節で, MJOの各位相で合成した, 赤道域での速度ポテンシャル偏差場に関
する主な特徴を記載したが, 本節ではそれ以外の全球的な特徴, および応答特性について記
述する。

PHASE1&5

合成偏差:

　PHASE1では, χ200偏差場 (図 3.2 PHASE1) において, アフリカ大陸と南米大陸
に中心を持つ発散域が, 中高緯度域まで拡がっている。この発散域は, アフリカ大陸と
南米大陸で対流活動が活発なことに対応する (図 3.1)。さらに, 海洋大陸中央部の対流
不活発域と対応して, その領域に中高緯度域まで拡がる収束域が存在する。この収束
域の太平洋中央部赤道域 (0◦N, 150◦W) 付近では, 収束域が極小となっている。また,

北太平洋中央部亜熱帯域の (15◦N, 140◦W) 付近では, 収束域が極大となる。これらの
収束場の極小域と極大域は, それぞれの領域付近に存在する対流活発域と対流不活発
域に対応する。PHASE5では, これらの領域で PHASE1と極性が逆で, ほぼ同じ空
間パターンを示す χ200偏差が存在する。

MJO-indexの振幅に対する応答特性:

　PHASE1では, 図 3.2の斜線部領域と色塗りした領域がより一致することから, 合
成偏差の大きさが統計的に有意な値を持つほぼ全ての領域で, MJO-indexの振幅に対
し線形的に応答することがわかる。ただし, 北太平洋東部, および北大西洋域などの
一部では, 合成偏差の大きさが統計的に有意な領域であっても, 線形応答していない。
PHASE5では, PHASE1に比べて, 線形応答の特徴を示す領域はやや狭いが, やはり,

偏差の大きさが有意な値を持つほぼ全ての領域で, 線形応答している。ただし, 北太平
洋中央部, 南太平洋南西部, 北大西洋域, およびユーラシア大陸西部では, 線形応答し
ていない。両線形・対称応答 (応答特性B) する領域を示した図 3.3をみると, 中高緯
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図 3.2: 各位相領域での対流圏上層 200hPaの速度ポテンシャル (χ200) 偏差場 [m2s−1]の合成図。等
値線と陰影で χ200偏差を示す。等値線間隔は 0.5×106m2s−1。陰影は偏差の大きさの統計的有意性
が 90%以上の領域に付けた。MJO-indexの振幅に対して線形的な応答 (図 2.5の応答特性 A+B+C)
を示す領域に斜線を引いた。各図上部の括弧内の数字は, 解析に用いた全データ数N (日数) を示す。
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図 3.3: 対流圏上層 200hPaの速度ポテンシャル (χ200) 偏差場の両線形・対称応答領域。MJO-index
の振幅に対して χ200偏差が両線形・対称的な応答 (図 2.5の応答特性 B) を示す領域にドットを施
した。等値線は正 PHASEにおいて合成した OLR偏差 [Wm−2]であり, その値の統計的有意性が
90%以上の領域にカラーの陰影を施した。等値線間隔は 5Wm−2。各図上部の括弧内の数字は, 解析
に用いた, 正 PHASEと負 PHASEのデータ数の総数N (日数) を示す。

度域で両線形かつ対称的に応答する領域は, 北太平洋の一部と南大西洋に示されるこ
とがわかる。両線形・非対称応答 (応答特性C) する領域は, 図 3.4から, オーストラ
リア域に存在する。

PHASE2&6

合成偏差:

　PHASE2では, χ200偏差場 (図 3.2 PHASE2) において, インド洋中央部と海洋大
陸東部に, それぞれ中高緯度域まで拡がる発散域と収束域が存在している。これらは,

インド洋中央部の対流活発域と, 海洋大陸東部の対流不活発域に対応する (図 3.1)。イ
ンド洋の収束域は, 北半球中高緯度域では北東方向に拡がっている。この拡がりは, 北
緯 30度付近の東アジアから北太平洋中央部に存在する対流活発域と対応する。また,

太平洋西部に位置する発散域は, PHASE1に比べ, やや東にシフトしながら衰弱する。
PHASE6では, これらの領域で PHASE2と極性が逆で, ほぼ同じ空間パターンを示
す χ200偏差が存在している。

MJO-indexの振幅に対する応答特性:

　PHASE2では, 合成偏差の大きさが有意な値を持つほぼ全ての領域で, MJO-index

29



第 3 章 熱帯季節内振動に対する中高緯度大気の応答特性 3.2速度ポテンシャル偏差場

図 3.4: 図 3.3と同じ。ただし, 両線形・非対称応答領域。MJO-indexの振幅に対する χ200偏差の
応答が両線形・非対称的な応答 (図 2.5の応答特性 C) を示す領域にドットを施した。

の振幅に対し線形的に応答する (図 3.2斜線部)。PHASE6では, PHASE2に比べて,

線形応答の特徴を示す領域はやや狭いが, 偏差の大きさが有意な領域では, ほぼ線形応
答する。ただし, 南太平洋中央部やユーラシア大陸北東部では, 線形応答しない領域が
存在する。両線形・対称応答 (応答特性B) を示す領域は, インド洋南部からユーラシ
ア大陸と, 北太平洋から北米大陸に拡がる (図 3.3)。両線形・非対称応答 (応答特性C)

を示す領域はほとんど存在しない (図 3.4)。

PHASE3&7

合成偏差:

　 PHASE3では, χ200偏差場 (図 3.2 PHASE3) において, インド洋東部と太平洋
域に, それぞれ中高緯度域まで拡がる発散域と収束域が存在している。これらは, イン
ド洋東部の対流活発域と, 太平洋西部の対流不活発域に対応する (図 3.1)。インド洋の
収束域は, PHASE2と同様に, 北半球中高緯度域では北東方向に拡がっている。これ
は北緯 30度付近に存在する対流活発域と対応する。一方, 太平洋西部に存在する収束
域は, PHASE2よりもさらに弱化する。この収束域の北太平洋中央部 (15◦N, 160◦W)

付近では, 収束域が極小となっている。これはその領域に存在する対流活発域と対応
する。PHASE7では, これらの領域で PHASE3と極性が逆で, ほぼ同じ空間パター
ンを示す χ200偏差が存在している。
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MJO-indexの振幅に対する応答特性:

　PHASE3では, 合成偏差の大きさが有意な値を持つほぼ全ての領域で, MJO-index

の振幅に対し線形的に応答する (図 3.2斜線部)。ただし, 太平洋中央部の一部は線形
応答していない。PHASE7でも, 線形応答する領域が PHASE3とほぼ等しく, 合成
偏差の大きさが有意な値を持つほぼ全ての領域で, 線形応答する。両線形・対称応答
(応答特性B) を示す領域は, インド洋南部からユーラシア大陸にわたる領域と, 南太
平洋から北米大陸にまで拡がる領域に存在する (図 3.3)。両線形・非対称応答 (応答
特性C) を示す領域はほとんど存在しない (図 3.4)。

PHASE4&8

合成偏差:

　PHASE4では, χ200偏差場 (図 3.2 PHASE4) において, 海洋大陸西部と太平洋東
部に, それぞれ中高緯度域まで拡がる発散域と収束域が存在している。海洋大陸西部
の発散域は, その中心が, 赤道域の (15◦S, 120◦E) 付近と中高緯度域の (30◦N, 150◦E)

付近とに分裂していることがわかる。これは, 北緯 15度付近の北太平洋西部亜熱帯域
に対流不活発域が存在する (図 3.1) ことと対応すると考えられる。また, 北太平洋中
央部亜熱帯域の (15◦N, 160◦W) 付近では, 発散域が極大となっているが, これはその
領域に対流活発域が存在する (図 3.1) ことと対応する。PHASE8では, これらの領域
で PHASE4と極性が逆で, ほぼ同じ空間パターンを示す χ200偏差が存在している。

MJO-indexの振幅に対する応答特性:

　PHASE4では, 合成偏差の大きさが有意な値を持つほぼ全ての領域で, MJO-index

の振幅に対し線形的に応答する (図 3.2斜線部)。ただし, 北太平洋東部から北大西洋域
にわたる領域で線形応答していない。PHASE8でも, 線形応答する領域が PHASE4

とほぼ等しく, 合成偏差の大きさが有意な値を持つほぼ全ての領域で, 線形応答する。
両線形・対称応答 (応答特性B) する領域は, インド洋南東部から北太平洋西部にわた
る領域と, 南米大陸から北大西洋にわたる領域に存在する (図 3.3)。両線形・非対称応
答 (応答特性C) を示す領域はほとんど存在しない (図 3.4)。

ここで, 特徴的な応答をした地点での χ200偏差とMJO-indexとの関係を散布図で示す
(図 3.5と図 3.6)。図 3.5a は, PHASE3&7での, インド洋東部の発散域 (PHASE3のとき)

の中心に存在する格子点 (5◦S, 82.5◦E), 図 3.5b は, 同じく PHASE3&7での, 太平洋西部の
収束域 (PHASE3のとき) の中心に存在する格子点 (12.5◦S, 175◦W) での散布図である。図
中の赤線と青線はそれぞれ回帰直線と合成値を示し, どちらも統計的に有意な場合のみ図示
した。なお, これら 2地点は, 両線形かつ対称的な応答 (応答特性 B) を示す。実際, どちら
の散布図も, 対応する二つの位相で, 回帰係数の値は統計的に有意であり, その値もほぼ等し
い。ただし, 2地点での相関係数を比較すると, インド洋東部の収束域は 0.75-0.8程度である
のに対し, 太平洋西部の発散域は 0.3-0.4程度と小さく, 後者の方が振幅に対する変動幅が大
きいことがわかる。一方, 図 3.6には, PHASE1&5において, 明瞭に両線形かつ非対称的な
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応答 (応答特性C) を示した, オーストラリア域の格子点 (27.5◦S, 142.5◦E) での散布図を示
した。この図からも, 正 PHASEと負 PHASEそれぞれでは, χ200は線形的に応答している
が, 回帰係数がPHASE1に比べPHASE5で小さく, 非対称的に応答していることがわかる。

最後に, 対流圏上層の χ200偏差場の特徴をまとめる。
(1) 対流圏上層の発散場を示す χ200偏差は, MJOの位相によらず, 中高緯度域まで拡がる
東西波数 1の空間パターンで特徴付けられる。
(2) MJOに伴う熱帯域における対流活発域 (OLR負偏差域) には, χ200負偏差に対応する
発散域が, 対流不活発域 (OLR正偏差域) には, χ200正偏差に対応する収束域が存在する。
これら (1), (2) の特徴は, Madden and Julian (1972)が示した, MJOに伴う発散場の構造
と一致する (図 1.2)。
(3) いずれの位相でも, χ200偏差の空間パターンと対流偏差とは, よく対応する。
(4) 各位相領域で合成した χ200偏差は, その大きさが統計的に有意な値を持つほぼ全ての領
域で, MJO-indexの振幅に対して線形的に応答している。ただし, PHASE5でのユーラシア
大陸や PHASE6の南太平洋域, PHASE4と PHASE8の北太平洋などの一部の領域では, 合
成した偏差は統計的に有意な値を持つが, 偏差は線形的に応答していない。
(5)対応する二つの位相 (正PHASEと負PHASE)を比較すると, χ200偏差の大きさがMJO-

index の振幅に対して線形応答する領域は, 両位相でほぼ一致しており, 特に PHASE3&7,

および PHASE4&8ではその傾向が強い。
なおこの傾向は, 両線形・対称応答 (応答特性B) する領域の分布からも確認でき, インド洋
上の対流活発域 (もしくは不活発域) から南北にわたる領域と, 太平洋上の対流不活発域 (も
しくは活発域) の東側にわたる広い領域で顕著である (図 3.3)。
(6) 両線形・非対称応答 (応答特性 C) の領域は, PHASE1&5を除いてほとんど存在しない
(図 3.3)。

32



第 3 章 熱帯季節内振動に対する中高緯度大気の応答特性 3.2速度ポテンシャル偏差場

図 3.5: 図 2.4と同じ。ただし, PHASE3と PHASE7における χ200偏差 [107m2s−1]の散布図。(a)
は (5◦S, 82.5◦E), (b) は (12.5◦S, 175◦W) 。

図 3.6: 図 2.4と同じ。ただし, PHASE1と PHASE5における χ200偏差 [107m2s−1]の散布図。格
子点 (27.5◦S, 142.5◦E) での散布図。
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3.2.2 対流圏下層 (850hPa)

ここでは, 対流圏下層 (850hPa) の速度ポテンシャル (χ850) 偏差場のMJO-indexに対す
る応答特性について, 対応する二つの位相 (正PHASEと負PHASE) 領域を比較して記述す
る。図 3.7に, 各位相での χ850偏差の合成図 (等値線, および陰影) と, その応答が線形的で
ある領域 (斜線) を示す。図 3.8のドット領域は, χ850偏差が両線形・対称応答 (応答特性B)

する領域である。また, 図 3.9に, 両線形・非対称応答 (応答特性 C) する領域をドットで示
す。

PHASE1&5

合成偏差:

　PHASE1では, χ850偏差場 (図 3.7 PHASE1)において, 西アフリカ-インド洋西部
と海洋大陸東部に, それぞれ中高緯度域まで拡がる収束域と発散域が存在している。こ
れらは, 西アフリカ-インド洋西部の対流活発域と, 海洋大陸中央部の対流不活発域と対
応する。また, χ200偏差ほど明瞭ではないが, 太平洋中央部赤道域の (0◦N, 150◦W) 付
近に収束の極大域, 北太平洋中央部亜熱帯域の (15◦N, 140◦W)に, 発散の極大域が存在
している。これらは, その領域での対流活動偏差と対応している (図 3.1)。PHASE5

では, これらの領域で PHASE1と極性が逆で, ほぼ同じ空間パターンを示す χ850偏
差が存在する。

MJO-indexの振幅に対する応答特性:

　 PHASE1 では, 北大西洋などの一部を除いて, 合成偏差の大きさが有意な値を
持つほぼ全ての領域で, MJO-indexの振幅に対し線形的に応答する (図 3.7斜線部)。
PHASE5では, PHASE1に比べて, 線形応答の特徴を示す領域はやや狭いが, やはり,

偏差の大きさが有意な値を持つほぼ全ての領域では, 線形応答している。ただし, 南太
平洋東部, 北大西洋域, およびユーラシア大陸西部における偏差は線形応答していな
い。両線形・対称応答 (応答特性B) する領域は, オーストラリア南方から北太平洋に
わたる領域と, 南大西洋からアフリカにわたる領域で確認できる (図 3.8)。両線形・非
対称応答 (応答特性C) する領域は, オーストラリア付近に存在する (図 3.9)。

PHASE2&6

合成偏差:

　 PHASE2では, χ850偏差場 (図 3.7の PHASE2) において, インド洋中央部と海
洋大陸東部に, それぞれ中高緯度域まで拡がる収束域と発散域が存在している。これ
らは, インド洋中央部の対流活発域と, 海洋大陸東部の対流不活発域に対応する。ま
た, インド洋の収束域は, 中高緯度域では北東方向に拡がっている。この拡がりは, 北
緯 30度付近に存在する帯状の対流活発域と対応している (図 3.1) が, χ200偏差ほど
明瞭ではない。PHASE6では, これらの領域で PHASE2と極性が逆で, ほぼ同じ空
間パターンを示す χ850偏差が存在する。
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図 3.7: 図 3.2と同じ。ただし, χ850偏差場 [m2s−1]。等値線間隔は 2.5×105m2s−1。
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図 3.8: 図 3.3と同じ。ただし, χ850 偏差場の両線形・対称応答領域 (応答特性 B)。

MJO-indexの振幅に対する応答特性:

　PHASE2では, χ850の合成偏差の大きさが統計的に有意な値を持つ, ほぼ全ての
領域で, MJO-indexの振幅に対し線形的に応答する (図 3.7斜線部)。PHASE6では,

PHASE2に比べて, 線形応答の特徴を示す領域はやや狭いが, やはり, 偏差の大きさが
有意な値を持つほぼ全ての領域では, 線形応答している。ただし, ユーラシア大陸北部
や, 北大西洋域, 南太平洋東部などでは, 線形応答していない。両線形・対称応答 (応
答特性B) する領域は, インド洋南部からユーラシア大陸にわたる領域と, 北太平洋域
のほぼ全域, および南太平洋域の一部に存在する (図 3.8)。両線形・非対称応答 (応答
特性C) を示す領域はほとんど存在しない (図 3.9)。

PHASE3&7

合成偏差:

　PHASE3では, χ850偏差場 (図 3.7のPHASE3) において, インド洋東部と太平洋
中央部に, それぞれ中高緯度域まで拡がる収束域と発散域が存在している。これらは,

インド洋東部の対流活発域と, 太平洋西部の対流不活発域に対応する。また, PHASE2

と同様に, インド洋の収束域は, 中高緯度域では北東方向に拡がっている。この拡がり
は, MJOに伴う対流活発域 (図 3.1) と対応するが, その特徴は χ200偏差ほど明瞭で
はない。また, χ200偏差は北太平洋中央部の (15◦N, 160◦W) 付近で収束の極小域と
なっていたが, χ850偏差は, その領域で発散の極小域にならない。PHASE7では, こ
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図 3.9: 図 3.3と同じ。ただし, χ850偏差場の両線形・非対称応答領域 (応答特性 C)。

れらの領域で PHASE3と極性が逆で, ほぼ同じ空間パターンを示す χ850偏差が存在
する。

MJO-indexの振幅に対する応答特性:

　PHASE3では, χ850の合成偏差の大きさが統計的に有意な値を持つ, ほぼ全ての
領域で, MJO-indexの振幅に対し線形的に応答する (図 3.7斜線部)。ただし, 中米付
近やアラスカ, および北大西洋東部の一部では, 線形応答を示さない。PHASE7でも,

合成偏差の大きさが統計的に有意な値を持つ, ほぼ全ての領域で線形応答している。た
だし, 大西洋域とユーラシア大陸北部では, χ850偏差は線形的に応答していない。両
線形・対称応答 (応答特性B) を示す領域は, インド洋南部から極東アジアにわたる領
域と, 南太平洋から北米大陸の一部に拡がる領域に存在している (図 3.8)。両線形・非
対称応答 (応答特性C) を示す領域はほとんど存在しない (図 3.9)。

PHASE4&8

合成偏差:

　 PHASE4では, χ850偏差場 (図 3.7の PHASE4) において, 海洋大陸西部と太平
洋東部に, それぞれ中高緯度域まで拡がる収束域と発散域が存在している。これらは,

海洋大陸西部の対流活発域と, 太平洋中央部の対流不活発域に対応する。北太平洋中
央部亜熱帯域の (15◦N, 160◦W) 付近を中心とする領域には, χ200偏差ほど明瞭では
ないが, 収束域の極大域が存在している。これは, この領域に位置する対流活発域に対
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応する (図 3.1)。PHASE8では, これらの領域で PHASE4と極性が逆で, ほぼ同じ
空間パターンを示す χ850偏差が存在する。

MJO-indexの振幅に対する応答特性:

　PHASE4では, χ850の合成偏差の大きさが統計的に有意な値を持つ, ほぼ全ての
領域で, MJO-indexの振幅に対し線形的に応答する (図 3.7斜線部)。ただし, 中米か
ら北大西洋にわたる領域と, ユーラシア大陸の西部, およびアフリカ大陸の一部では線
形応答していない。PHASE8でも, 合成偏差の大きさが統計的に有意な値を持つ, ほ
ぼ全ての領域で線形応答している。ただし, 北米大陸とユーラシア大陸の一部では線
形応答していない。両線形・対称応答 (応答特性 B) する領域は, インド洋南部から
ユーラシア北東部にわたる領域と, 南太平洋東部から南大西洋までの領域に拡がる (図
3.8)。両線形・非対称応答 (応答特性C) を示す領域は, ほとんど存在しない (図 3.9)。

ここで, 特徴的な応答をした地点での χ850偏差とMJO-indexとの関係を散布図で示す
(図 3.10と図 3.11)。図 3.10a は, PHASE3&7での, インド洋東部の収束域の中心に存在す
る格子点 (7.5◦S, 97.5◦E), 図 3.10b は, 同じくPHASE3&7での, 太平洋中央部の発散域の中
心に存在する格子点 (15◦S, 155◦W) での散布図である。なお, これらの 2地点は, 両線形か
つ対称的な応答 (応答特性 B) を示す。実際, どちらの散布図も, 対応する二つ位相で, 回帰
係数の値は統計的に有意であり, その値もほぼ等しい。また, これらの応答は, 対流圏上層
の χ200偏差場と同様の傾向を示す。実際, 2地点での相関係数を比較すると, インド洋東部
の収束域は 0.6-0.7程度であるのに対し, 太平洋西部の発散域は 0.4-0.45程度と小さく, 後者
の方が振幅に対する変動幅が大きいことがわかる。一方, 図 3.11は, PHASE1&5で, 両線形
かつ非対称的な応答 (応答特性 C) を示したオーストラリア域 (22.5◦S, 152.5◦W) に位置す
る格子点での散布図である。この図から, 正 PHASEと負 PHASEのそれぞれでは, χ850は
MJO-indexの振幅と線形関係にあるが, 両位相での回帰係数が異なり, 非対称的な応答であ
ることがわかる。この傾向も, χ200偏差場と同様である。

最後に, 対流圏下層の χ850偏差場の特徴をまとめる。
(1) 対流圏下層での発散場を示す χ850偏差は, χ200偏差と同様に, MJOの位相によらず,

中高緯度域まで拡がる東西波数 1の空間パターンで特徴付けられる。
(2) MJOに伴う熱帯域における対流活発域 (OLR負偏差域) には, χ850正偏差に対応する収
束域が, 対流不活発域 (OLR正偏差域) には, χ850負偏差に対応する発散域が存在し, χ850

偏差は χ200偏差とは逆位相である。すなわち, 対流圏の発散場は, ほぼ第一傾圧モードで特
徴付けられる。
これら (1), (2) の特徴は, Madden and Julian (1972)が示した, MJOに伴う発散場の構造
と一致する (図 1.2)。
(3) χ850偏差の空間パターンと対流偏差との対応関係は, χ200偏差ほど明瞭ではない。
(4) 各位相領域で合成した χ850偏差は, その大きさが統計的に有意な値を持つほぼ全ての領
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域で, MJO-indexの振幅に対して線形的に応答している。ただし, PHASE5でのユーラシア
大陸や中米域, PHASE6でのユーラシア大陸の一部, PHASE7 での大西洋全域, PHASE4で
の北大西洋域などでは, 合成した偏差は統計的に有意な値を持つが, 偏差は線形的に応答し
てない。
(5) 対応する二つの位相 (正 PHASE と負 PHASE) と比較すると, χ850 偏差の大きさが
MJO-indexの振幅に対して線形応答する領域は, 両位相でほぼ一致する。なおこの傾向は,

両線形・対称応答 (応答特性B) を示す領域の分布からも確認でき, インド洋上の対流活発域
(もしくは不活発域) から南北に拡がる領域や, 太平洋上の対流不活発域 (もしくは活発域)

の東側に拡がる領域において顕著である (図 3.8)。
(6) 両線形・非対称応答 (応答特性 C) の領域は, PHASE1&5を除いてほとんど存在しない
(図 3.9)。
(7) χ850偏差の応答特性の特徴は, χ200偏差とよく一致する。
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図 3.10: 図 2.4と同じ。ただし, PHASE3と PHASE7における χ850偏差 [107m2s−1]の散布図。(a)
は (7.5◦S, 97.5◦E), (b) は (15◦S, 155◦W)。

図 3.11: 図 2.4と同じ。ただし, PHASE1と PHASE5 における χ850偏差 [107m2s−1]の散布図。格
子点 (22.5◦S, 152.5◦E) での散布図。
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3.3 流線関数偏差場

3.3.1 対流圏上層 (200hPa)

ここでは, 対流圏上層 (200hPa)の流線関数 (ψ200) 偏差場のMJO-indexに対する応答特
性について, 対応する二つの位相 (正 PHASEと負 PHASE) 領域を比較して記述する。図
3.12に, 各位相での ψ200偏差の合成図 (等値線, および陰影) と, その応答が線形的である
領域 (斜線) を示す。次に, 図 3.13のドット領域は, ψ200偏差が両線形・対称応答 (応答特
性 B) する領域を示す。また, 図 3.14に, 両線形・非対称応答 (応答特性C) する領域をドッ
トで示した。

PHASE1&5

合成偏差:

　まず, 低緯度域に着目する。PHASE1では, ψ200偏差場 (図 3.12 PHASE1) にお
いて, 対流不活発域が存在する海洋大陸中央部の北西側と南西側の亜熱帯域に, 対を成
す低気圧性循環偏差が確認できる。また, PHASE1は, 西アフリカ-インド洋西部で対
流活発域が発生しはじめるが, その西側の西経 60度付近での南北両半球亜熱帯域に,

弱い高気圧性循環偏差の対が存在している。これら亜熱帯域における対流圏上層の循
環偏差と, MJOに伴う対流活動偏差との関係は, 第 1.2節で述べた, Matsuno-Gillパ
ターンと同様である。さらに, 太平洋東部亜熱帯域の西経 150度付近にも, 高気圧性循
環偏差の対が存在する。これは, (0◦N, 150◦W) 付近に存在する対流活発域と対応して
いると考えられる。一方, 中高緯度域では, アラスカや北米大陸東部で統計的に有意な
値を持つ, 高気圧性循環偏差と低気圧性循環偏差が存在する。PHASE5では, これら
の領域で PHASE1と極性が逆で, ほぼ同じ空間パターンを示す循環偏差が存在する。

MJO-indexの振幅に対する応答特性:

　PHASE1では, 海洋大陸亜熱帯域の低気圧性循環偏差の対と, 太平洋東部亜熱帯域
の高気圧性循環偏差の対, およびアフリカ大陸の高気圧性循環偏差が存在する領域で
は, ψ200偏差は線形的に応答している (3.12斜線部)。一方, 中米の高気圧性循環偏差,

アラスカの高気圧性循環偏差, および北米大陸東部の循環偏差は線形応答していない。
PHASE5では, 線形応答する領域がPHASE1と一致しない。例えば, PHASE5では,

海洋大陸亜熱帯域の高気圧性循環偏差の対と, アフリカ大陸と中米域の低気圧性循環偏
差の対, および北太平洋東部亜熱帯域の低気圧性循環偏差が存在する領域の一部で, 線
形的に応答している。一方, 南太平洋東部亜熱帯域の低気圧性循環偏差, および北半球
中高緯度域の循環偏差は, 一部を除き, 線形応答していない。両線形・対称応答 (応答
特性B) する領域は, 海洋大陸中央部亜熱帯域の循環偏差の対の一部と, 北太平洋東部
亜熱帯域の循環偏差の一部, およびアフリカ大陸の循環偏差に限られる (図 3.13)。そ
れ以外の亜熱帯域の循環偏差, および中高緯度域の循環は両線形・対称応答していな
い。両線形・非対称応答 (応答特性C) する領域はほとんど存在しない (図 3.14)。
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図 3.12: 図 3.2と同じ。ただし, ψ200偏差場 [m2s−1]。等値線間隔は 0.2×107m2s−1。
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図 3.13: 図 3.3と同じ。ただし, ψ200偏差場の両線形・対称応答領域 (応答特性 B)。

PHASE2&6

合成偏差:

　まず, 低緯度域に着目する。PHASE2では, ψ200偏差場 (図 3.12 PHASE2) にお
いて, 強化しつつある対流活発域が位置するインド洋中央部亜熱帯域に, 高気圧性循
環偏差の対が存在している。また, 対流不活発域の位置する海洋大陸亜熱帯域に, 低気
圧性循環偏差の対が存在し, その東側には高気圧性循環偏差の対が存在している。一
方, 中高緯度域では, 循環偏差の大きさが統計的に有意な領域ははほとんど存在しな
い。PHASE6では, これらの領域で PHASE2と極性が逆で, ほぼ同じ空間パターン
を示す循環偏差が存在する。

MJO-indexの振幅に対する応答特性:

　PHASE2では, 低緯度域に存在するほとんどの循環偏差は, 線形応答している (図
3.12斜線部)。ただし, オーストラリア付近の低気圧性循環偏差は線形応答していない。
PHASE6でも同様に低緯度域の循環偏差で線形応答が確認できるが, 海洋大陸亜熱
帯域の高気圧性循環偏差の対はそうではない。両線形・対称応答 (応答特性B) する
領域は, 太平洋東部亜熱帯域の循環偏差と, 海洋大陸亜熱帯域の循環偏差の一部のみで
ある (図 3.13)。両線形・非対称応答 (応答特性C) する領域はほとんど存在しない (図
3.14)。
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図 3.14: 図 3.3と同じ。ただし, ψ200偏差場の両線形・非対称応答領域 (応答特性 C)。

PHASE3&7

合成偏差:

　まず, 低緯度域に着目する。PHASE3では, ψ200偏差場 (図 3.12 PHASE3) にお
いて, 対流活発域が位置するインド洋東部亜熱帯域に, 高気圧性循環偏差の対が存在す
る。また, 対流不活発が位置する太平洋西部亜熱帯域に, 低気圧性循環偏差の対が存在
する。さらに, 太平洋東部でも, 高気圧性循環偏差の対がみられる。一方, 中高緯度域
では, 北太平洋北部に高気圧性循環偏差, アラスカに低気圧性循環偏差, 北米大陸東部
に高気圧性循環偏差と, 波列状の循環偏差パターンの存在が確認できる。なお, この波
列パターンはMatthews et al. (2004)やMori and Watanabe (2008)が指摘した, MJO

と関連するPNAパターンに対応すると考えられる。PHASE7では, これらの領域で
PHASE3と極性が逆で, ほぼ同じ空間パターンを示す循環偏差が存在する。

MJO-indexの振幅に対する応答特性:

　 PHASE3では, 低緯度域の循環偏差が存在する領域のほとんどは, 線形応答して
いる (図 3.12斜線部)。ただし, オーストラリア東部の低気圧性循環偏差が存在する領
域では線形応答していない。一方, 北半球中高緯度域の波列パターンが存在する領域
のほとんどは, 線形応答していないが, 北太平洋北部の高気圧性循環偏差の一部と, 北
米大陸東部の高気圧性循環偏差の一部では線形応答している。PHASE7では, イン
ド洋亜熱帯域の低気圧性循環偏差の対と, 南太平洋西部亜熱帯域の高気圧性循環偏差
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の一部, および南太平洋東部の低気圧性偏差は線形応答している。ただし, それ以外の
循環偏差の存在する領域のほとんどは, 線形応答していない。一方, 北半球中高緯度域
の波列パターンが存在する領域でも, PHASE3と同様, 線形的に応答していない。両
線形・対称応答 (応答特性B) する領域は, インド洋亜熱帯域の低気圧性循環偏差の対
と, 南太平洋東部亜熱帯域の低気圧性循環偏差に対応する領域を除いて, ほとんど存在
しない (図 3.13)。なお, (50◦N, 90◦E) 付近のユーラシア大陸中央部では, 両線形・対
称応答を示す領域が存在しているが, この領域の合成偏差の大きさは有意でない, もし
くはその大きさが非常に小さいことがわかる (図 3.12)。この領域の応答については,

散布図を用いて後述する。両線形・非対称応答 (応答特性C) 領域はほとんど存在し
ない (図 3.14)。

PHASE4&8

合成偏差:

　まず, 低緯度域に着目する。PHASE4では, ψ200偏差場 (図 3.12 PHASE4) にお
いて, インド洋亜熱帯域と太平洋中央部亜熱帯域に, それぞれ高気圧と低気圧の循環
偏差の対が存在する。これらは, 海洋大陸西部の対流活発域と, 太平洋中央部の対流不
活発域に対応した循環と考えられる。また, PHASE1から PHASE3で存在していた,

太平洋東部の循環偏差は減衰している。一方, 中高緯度域では, PHASE3と同様に, 北
太平洋北部-アラスカ-北米大陸東部に波列パターンが存在している。PHASE8では,

これらの領域で PHASE4と極性が逆で, ほぼ同じ空間パターンを示す循環偏差が存在
する。

MJO-indexの振幅に対する応答特性:

　PHASE4では, 低緯度域の循環偏差に着目すると, インド洋亜熱帯域の高気圧性循
環偏差の対は線形的に応答する (図 3.12斜線部)。ただし, それ以外の, 太平洋中央部
亜熱帯域の低気圧性循環偏差などが存在する領域のほとんどは, 顕著に線形応答して
いない。一方, 北半球中高緯度域の波列パターンが存在する領域では, 線形応答する領
域は, 合成偏差の大きさが有意な領域とは一致せず, そのやや上流側に位置している。
PHASE8では, PHASE4と同様に, インド洋亜熱帯域に存在する低気圧性循環偏差
の対は線形応答しているが, 太平洋中央部亜熱帯域に存在する高気圧性循環偏差の対
は線形応答していない。一方, 北半球中高緯度域の波列パターンも, 北太平洋北部の低
気圧性循環偏差が存在する領域の一部を除き, 線形応答していない。両線形・対称応答
(応答特性B) する領域は, インド洋亜熱帯域の循環偏差が存在する領域を除くほとん
どの領域で確認できない (図 3.13)。両線形・非対称応答 (応答特性C) する領域もほ
とんど存在しない (図 3.13)。

ここで, PHASE3&7で特徴的な応答を示した格子点での ψ200偏差とMJO-indexとの関
係性を散布図で示す (図 3.15)。図 3.15a は, 北インド洋亜熱帯域の循環偏差の中心付近に位
置する格子点 (22.5◦N, 82.5◦E) での散布図で, 両線形・対称応答 (応答特性B) を示す。実際,

45



第 3 章 熱帯季節内振動に対する中高緯度大気の応答特性 3.3流線関数偏差場

両位相の回帰係数の値は統計的に有意で, その値もほぼ等しい。図 3.15b は, 北太平洋亜熱帯
域の循環偏差の中心付近に位置する格子点 (22.5◦N, 177.5◦W) での散布図で, PHASE3のみ
線形的に応答する片線形応答 (応答特性 A) を示す。実際, PHASE7では, MJO-indexの振
幅が大きくなると, 偏差の変動幅も大きくなり, 回帰係数は統計的に有意ではない。図 3.15c

は, 北太平洋北部の循環偏差の中心付近に位置する格子点 (45◦N, 180◦E) での散布図で, 両
位相で線形応答をしない非線形応答 (応答特性D) を示す。ただし, 両位相で合成偏差は, 優
位である。実際, PHASE3では, 振幅の大きさはMJO-indexの振幅にあまり依存しない。ま
た, PHASE7では, 偏差の変動幅は, 振幅の大きさとともに拡大する。図 3.15d は, ユーラシ
ア大陸中央部付近に位置する格子点 (52.5◦N, 92.5◦E) での散布図で, 両線形・対称応答 (応
答特性B) を示しているが, 合成偏差がPHASE3では非常に小さく, PHASE7ではその大き
さが有意ではない。実際, 正 (負) PHASEでの回帰直線の y切片は負 (正) の値を持つため,

各 PHASEでの合成偏差の大きさは極めて小さくなる。

最後に, 対流圏上層の ψ200偏差場の特徴をまとめる。
(1) ψ200偏差の空間スケールは, χ200に比べ小さい。
(2) 低緯度域における ψ200偏差パターンの特徴は, Matsuno-Gillパターンのそれとよく一
致している。このため, 低緯度域の ψ200偏差はMJOに伴う対流活動偏差によって励起さ
れたパターンであることが示唆される。
(3) 北半球中高緯度の北太平洋から北米にわたる領域では, 特にPHASE3&7とPHASE4&8

において, 波列状の偏差パターンが確認できた。
これら (2), (3) のパターンは, Matthews et al. (2004) で示されたものとほぼ一致する
(PHASE1は図 1.5での t=36 (t=12の逆), PHASE2が t=42 (t=18の逆), PHASE3が t=0,

PHASE4が t=6に対応する)。
(4) ψ200偏差場では, その合成偏差図の大きさが有意な領域であっても, 偏差の大きさは
MJO-indexの振幅に対して線形応答しない場合が多い。この傾向は, 北半球の波列状パター
ンなど中高緯度域で特に顕著であるが, PHASE7での北太平洋西部亜熱帯域の高気圧性循環
偏差など, 低緯度域の一部でも認められる。
(5) 中高緯度域では, 線形応答する領域のほとんどが, 片線形応答 (応答特性A) を示す。
(6) 両線形・対称応答 (応答特性 B) する領域は, インド洋付近の亜熱帯域に限られる。
(7) 中高緯度域のごく一部で両線形・対称応答 (応答特性B) する領域が存在するが, そこで
の偏差は小さく, 統計的に有意でない場合が多い。
(8) 両線形・非対称応答 (応答特性 C) する領域はほとんど存在しない。
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図 3.15: 図 2.4と同じ。ただし, PHASE3とPHASE7における ψ200偏差 [107m2s−1]の散布図。(a)
は (22.5◦N, 82.5◦E), (b) は (22.5◦N, 177.5◦W), (c) は (45◦N, 180◦), (d) は (52.5◦N, 92.5◦E) の格
子点での散布図。
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3.3.2 対流圏下層 (850hPa)

ここでは, 対流圏下層 (850hPa)の流線関数 (ψ850) 偏差場のMJO-indexに対する応答特
性について, 対応する二つの位相 (正 PHASEと負 PHASE) 領域を比較して記述する。図
3.16には, 各位相での ψ850偏差の合成図 (等値線, および陰影) と, その応答が線形的であ
る領域 (斜線) を示す。図 3.17のドット領域は, ψ850偏差が両線形・対称応答 (応答特性B)

する領域である。また, 図 3.18に, 両線形・非対称応答 (応答特性C) する領域をドットで示
す。

PHASE1&5

合成偏差:

　まず, 低緯度域に着目する。PHASE1では, ψ850偏差場 (図 3.16 PHASE1) にお
いて, 海洋大陸の西側に高気圧性循環偏差の対が, 大西洋亜熱帯域に弱い低気圧性循環
偏差の対が存在している。これらは, 海洋大陸中央部の対流不活発域と, 西アフリカ-

インド洋西部に発生しはじめた対流活発域と対応している (図 3.1)。また, 太平洋東部
亜熱帯域にも低気圧性循環偏差の対が存在するが, これは (0◦N, 150◦W) 付近に存在す
る対流活発域と対応している。一方, 中高緯度域では, 北米大陸東部の低気圧性循環偏
差を除き有意な偏差は, ほぼ存在しない。PHASE5では, 北米大陸東部の高気圧性循
環偏差が, 対応する PHASE1での低気圧性循環偏差に比べ, やや南へシフトする。し
かし, それ以外の領域では, PHASE1とは極性が逆で, ほぼ同じ空間パターンを示す循
環偏差が存在する。

MJO-indexの振幅に対する応答特性:

　PHASE1では, 亜熱帯域の循環偏差はほぼ線形応答している (図 3.16 斜線部)。ま
た, 北米大陸東部の循環も線形応答している。PHASE5では, 線形応答する領域が
PHASE1に比べ狭くなるが, 海洋大陸の低気圧性循環は, ほぼ線形的に応答している。
ただし, 北太平洋東部亜熱帯域における高気圧性循環偏差などでは, ほとんど線形応答
していない。一方, 北米大陸東部の高気圧性循環偏差は, ほぼ線形応答している。また,

低緯度に存在する循環偏差の一部の領域は, 両線形・対称的応答 (応答特性B) してい
る (図 3.17)。ただし, 北太平洋亜熱帯域の循環偏差は, そうではない。また, 北米大陸
東部の循環偏差も応答特性 Bの特徴を示す。両線形・非対称応答 (応答特性C) を示
す領域はほとんど存在しない (図 3.18)。

PHASE2&6

合成偏差:

　まず, 低緯度域に着目する。PHASE2では, ψ850偏差場 (図 3.16 PHASE2) にお
いて, アフリカ大陸付近に低気圧性循環偏差の対が, 海洋大陸付近に高気圧性循環偏差
の対が存在する。これらは, インド洋中央部の対流活発域と, 海洋大陸東部の対流不活
発域に対応する循環偏差と考えられる。一方, 中高緯度域では, 海洋大陸付近の高気圧

48



第 3 章 熱帯季節内振動に対する中高緯度大気の応答特性 3.3流線関数偏差場

図 3.16: 図 3.12と同じ。ただし, ψ850偏差場 [m2s−1]。等値線間隔は 0.1×107m2s−1。
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図 3.17: 図 3.3と同じ。ただし, ψ850偏差場の両線形・対称応答領域 (応答特性 B)。

性循環偏差が北太平洋北部にまで拡がっている。PHASE6では, PHASE2とは極性
が逆で, ほぼ同じ空間パターンを示す循環偏差が存在する。

MJO-indexの振幅に対する応答特性:

　PHASE2では, 海洋大陸亜熱帯域の高気圧性循環の対は線形的に応答しているが,

アフリカ大陸付近の低気圧性循環偏差が存在する領域は, 一部を除き, 線形応答して
いない (図 3.16 斜線部)。一方, 北太平洋北部の高気圧性循環偏差が存在する領域のほ
とんどは, 線形応答している。PHASE6では, 海洋大陸亜熱帯域の低気圧性循環偏差
は線形応答しているが, それ以外の循環偏差のほとんどは, 線形応答していない。両線
形・対称応答 (応答特性 B) する領域は, 海洋大陸亜熱帯域の循環偏差の対のみに限
られる (図 3.17)。両線形・非対称応答 (応答特性C) する領域はほとんど存在しない
(図 3.18)。

PHASE3&7

合成偏差:

　まず, 低緯度域に着目する。PHASE3では, ψ850偏差 (図 3.16 PHASE3) におい
て, インド洋亜熱帯域と太平洋西部亜熱帯域に, それぞれ低気圧と高気圧の循環偏差の
対が存在する。これらは, インド洋東部の対流活発域と, 太平洋西部の対流不活発域に
対応した循環と考えられる。一方, 中高緯度域には, 北太平洋北部の (40◦N, 180◦E) 付
近を中心に, 顕著な高気圧性循環偏差が存在する。なお, この循環偏差の存在は, 遠藤・
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図 3.18: 図 3.3と同じ。ただし, ψ850偏差場の両線形・非対称応答領域 (応答特性 C)。

原田 (2008) でも指摘されている (図 1.7の PHASE2を参照)。さらに, アラスカと北
米大陸東部に, それぞれ低気圧性循環偏差と高気圧性循環偏差が存在する。これらは
ψ200偏差でみられた波列状の偏差パターンと対応している。PHASE7では, アラス
カの循環偏差の大きさが統計的に有意ではなくなるなど, いくつか異なる特徴も認めら
れるが, PHASE3とは極性が逆で, ほぼ同じ空間パターンを示す循環偏差が存在する。

MJO-indexの振幅に対する応答特性:

　PHASE3では, 亜熱帯域の循環偏差は線形的に応答している (図 3.16 斜線部)。ま
た, 北太平洋北部の高気圧性循環偏差も, 一部の領域を除き, 線形的に応答している。
北米大陸東部の高気圧性循環偏差も同様である。ただし, アラスカの低気圧性循環偏
差は線形応答していない。PHASE7では, 太平洋西部亜熱帯域の低気圧性循環偏差
は線形応答しているが, インド洋亜熱帯域の高気圧性循環偏差が存在する領域は, 一部
を除き, 線形応答していない。一方, 北半球中高緯度域の波列パターンでも線形応答し
ていない。両線形・対称応答 (応答特性B) する領域は太平洋西部亜熱帯域の循環偏
差の対のみに限られる (図 3.17)。両線形・非対称応答 (応答特性C) する領域はほと
んど存在しない (図 3.18)。

PHASE4&8

合成偏差:

　まず, 低緯度域に着目する。PHASE4では, ψ850偏差 (図 3.16 PHASE4) におい
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て, インド洋亜熱帯域と太平洋中央部亜熱帯域に, それぞれ低気圧と高気圧の循環偏差
の対が存在する。これらは, 海洋大陸西部の対流活発域と太平洋中央部の対流不活発
域に対応すると考えられる。一方, 中高緯度域では, 北太平洋北部に顕著な高気圧性循
環偏差が, 北米大陸東部に高気圧性循環偏差が存在する。ただし, アラスカには有意な
低気圧性循環偏差は存在しないが, そこで ψ850偏差は極小となる。これらの一連の偏
差は, ψ200偏差で確認された, 波列パターンと対応する。PHASE8では, PHASE4

と極性が逆で, ほぼ同じ空間パターンを示す循環偏差が存在する。

MJO-indexの振幅に対する応答特性:

　PHASE4では, 太平洋中央部亜熱帯域とインド洋亜熱帯域の循環偏差は線形応答
する (図 3.16 斜線部)。ただし, 前者に比べ, 後者はより限られた領域でのみ線形応答
する。中高緯度域の波列パータンに着目すると, 北太平洋北部の高気圧性循環偏差の
一部と, 北米大陸東部の高気圧性循環偏差では線形応答しているが, アラスカの低気圧
性循環偏差では線形応答していないことがわかる。PHASE8では, 亜熱帯域に存在
する循環偏差の対はいずれも線形応答している。中高緯度域の波列パターンに着目す
ると, 北米大陸北部の一部の領域を除いて線形応答していないことがわかる。両線形・
対称応答 (応答特性 B) する領域は亜熱帯域の循環偏差の一部に限られる (図 3.17)。
両線形・非対称応答 (応答特性C) する領域はほとんど存在しない (図 3.18)。

ここで, PHASE3&7で特徴的な応答を示した格子点での, ψ850偏差とMJO-indexとの
関係性を散布図で示す (図 3.19)。図 3.19a は, 北太平洋中央部亜熱帯域の循環偏差の中心付
近に存在する格子点 (12.5◦N, 137.5◦E) での散布図で, 両線形・対称応答 (応答特性B) を示
す。実際, 両位相の回帰係数の値は統計的に有意で, その値もほぼ等しい。図 3.19b は, 北
太平洋中高緯度域の循環偏差の中心付近に存在する格子点での散布図 (42,5◦N, 175◦W) で
の散布図で, 両線形で非対称的応答 (応答特性D)と判断した。実際, 両位相で合成値の偏差
は統計的に有意ではあるが, PHASE3では, 偏差の大きさがMJO-indexの振幅に依存しな
い。PHASE7でも, 振幅が大きくなると偏差の変動幅も大きくなる。この特徴は, 同地点で
の ψ200偏差の応答の特徴とよく一致する (図 3.15c) の示す特徴とよく一致する。

最後に, 対流圏下層の ψ850偏差場の特徴をまとめる。
(1) ψ850偏差は, ψ200偏差と同様, χ850に比べ小さい構造を持つ。
(2) 低緯度域における ψ850偏差のパターンの特徴は, Matsuno-Gillパターンのそれとよく
一致している。このため, 低緯度の ψ850偏差はMJOに伴う対流活動偏差によって励起さ
れたパターンのであることが示唆される。
(3) 低緯度域では, ψ200偏差と ψ850偏差とは互いに逆位相で, 流線関数偏差場は第一傾圧
モードで特徴付けられる。この構造は, Rui and Wang (1990)により示されたMJOに伴う
循環偏差の三次元構造 (図 1.3) とよく一致する。
(4)北半球中高緯度域の北太平洋から北米にわたる領域では,特にPHASE3&7とPHASE4&8
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において, 波列状の偏差パターンが確認できた。このパターンは, 同じ領域にみられた ψ200

偏差と同位相であり, 中高緯度域の偏差パターンは, 順圧構造を持つことがわかる。
(5) ψ850偏差の合成値は, その大きさが統計的に有意な領域でも, 必ずしも線形的に応答し
ていない。この傾向は, 特に中高緯度域で顕著であるが, PHASE7での北インド洋亜熱帯域
など, 低緯度域の循環偏差の一部でも認められる。
(6) 中高緯度域では, 線形応答する領域のほとんどが, 片線形応答 (応答特性A) を示す。
(7) 両線形・対称応答 (応答特性 B) する領域は亜熱帯域に限られる。
(8) 両線形・非対称応答領域 (応答特性 C) する領域はほとんど存在しない。

図 3.19: 図 2.4と同じ。ただし, PHASE3とPHASE7における ψ850偏差 [107m2s−1]の散布図。(a)
は (12.5◦N, 137.5◦E), (b) は (42.5◦N, 175◦W) 。
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第4章 考察

本章では, MJOに対する対流圏上層の流線関数偏差場の応答特性とその形成過程との関
連性を検討するため, MJOの各位相領域で合成した偏差場について渦度収支解析を行った。
また, 本研究で得られた結果と, 過去の研究において指摘されたMJOに対する中高緯度大気
循環場の応答特性とを比較する。

4.1 流線関数偏差の形成過程に関する考察
ここでは, 対流圏上層 (200hPa) の流線関数 (ψ200) 偏差場について渦度収支解析を行い,

その形成過程について考察する。特に, MJOに対して特徴的な中高緯度循環偏差場が存在
した PHASE3&7について議論する。ただし, 時間発展を考慮すると, その形成過程を明ら
かにするためには, 直前の位相領域である, PHASE2&6での偏差場の時間変化について吟味
する必要がある。このため, PHASE2と PHASE6で合成した偏差場について渦度収支 (第
2.4節参照) を解析した。
まず, PHASE3と PHASE7の偏差場の形成過程を吟味するために, PHASE2と PHASE6

で合成した偏差の時間変化傾向に着目する意味について確認しておく。図4.1a, bに, PHASE2

とPHASE6でのψ200偏差の時間変化項 (∂ψ′
ISO/∂t) の平均値を示す。この値の統計的有意

性が 90%以上の領域にカラーの陰影を付けた。また, 図 4.1c, dに, PHASE2とPHASE3, お
よびPHASE6とPHASE7のψ200偏差合成値の差を示す。この図で示されたψ200偏差の時
間変化項のパターン (図 4.1a,b) と, ψ200偏差合成値の差のパターン (図 4.1c,d) とは, 全般
的にほぼ一致していることがわかる。また, 北インド洋亜熱帯域の循環偏差に着目すると, そ
こでのψ200偏差の時間変化項の値の絶対値は約 16m2s−2であるのに対し (図 4.1a,b), ψ200

偏差合成値の差は約 0.8×107m2s−1であることがわかる (図 4.1c,d)。ここで, MJO-indexが
ある位相領域に留まる期間が 6日程度であったことを考慮すると (第 2.2節参照), 前者の
値の大きさも妥当であることがわかる。したがって, 以下では, PHASE3と PHASE7で合
成した偏差場の形成過程を理解するために, 第 2.4章で記述した渦度収支項を, PHASE2と
PHASE6のそれぞれの位相領域で合成した値について吟味する。
はじめに, PHASE2と PHASE6において合成した渦度収支式 (2.32)の各項の空間分布を

図 4.2に示す。図 4.2a,d は, 季節内変動成分に伴う線形項 ξL, 図 4.2b,e は, 季節内変動成分
に伴う非線形項 ξN , 図 4.2c,f は, 残差項 R (季節内変動以外の変動成分による効果を含む)

を示す。なお, 合成値の大きさの統計的有意性が 90%以上の領域に陰影を付けた。それぞれ
の項の大きさを比較すると, 両位相とも, 線形項と残差項が卓越するが, 非線形項の値は小さ
く, その値が統計的に有意な領域はほとんど存在しないことがわかる。また, 線形項と残差
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図 4.1: 流線関数偏差の時間発展と位相差との比較。(a) は PHASE2 での ψ200 偏差の時間発展
(∂ψ′

ISO/∂t) [m
2s−2]の水平分布。等値線でψ200偏差の時間発展を示し, 間隔は 2m2s−2。値の大きさ

の統計的有意性が 90%以上の領域に陰影をつけた。(b) は (a) と同じ。ただし PHASE6の場合。(c)
は PHASE3と PHASE2との間での ψ200偏差合成値の差 [m2s−1]。等値線間隔は, 0.2× 107m2s−1。
(d) は (c) と同じ。ただし, PHASE7と PHASE6の差。

項とは, ほぼ空間パターンが同じで, 互いに反対符号の値を持ち, 両者はほぼ互いに釣り合っ
ている。この傾向は, オーストラリア, アフリカ熱帯域などで顕著である。ただし, ψ200偏
差がMJO-indexの振幅に対し両線形・対称応答していた北インド洋亜熱帯域では (図 3.13),

両位相とも線形項が卓越し, 残差項や非線形項は無視できる。また, ψ200偏差が非線形応答
をしていた北太平洋北部では (図 3.12), 両位相において, 残差項の値は統計的に有意である
(特に日本の東方海上)。
このように, 渦度収支を示す式 (2.29) の各項の大きさと, ψ200偏差の応答特性との間に,

関係性が存在することが期待される。そこで, 以下では,

　 (1) 北インド洋亜熱帯域 (15◦N-25◦N, 75◦E-85◦E)

　 (2) 北太平洋亜熱帯域 (15◦N-25◦N, 175◦E-175◦W)

　 (3) 北太平洋北部 (40◦N-50◦N, 175◦E-175◦W)

の 3つの領域について, 各領域で平均した 200hPa等圧面における渦度収支項を, 各位相領
域で算出し, 詳しい解析を行った。なお, 図 3.12と図 3.13より, PHASE3と PHASE7での
ψ200偏差は, MJO-indexの振幅に対し, (1) 北インド洋亜熱帯域では両線形・対称応答 (応
答特性 B), (2) 北太平洋亜熱帯域では片線形応答 (応答特性 A; PHASE3のみで線形応答),

(3) 北太平洋北部では非線形応答 (応答特性D) を示すことがわかる。
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第 4 章 考察 4.1流線関数偏差の形成過程に関する考察

図 4.2: PHASE2 (a,b,c), PHASE6 (d,e,f) での, 渦度収支各項 (線形項, 非線形項, 残差項) [m2s−2]
の水平分布。(a,d) は季節内変動成分に伴う線形項 ξL, (b,e) は季節内変動成分に伴う非線形項 ξN ,
(c,f) は残差項 R。各項の値を等値線で示す。等値線の間隔は (a,d) 10m2s−2, (b,e) 2m2s−2, (c,f)
10m2s−2。各項の大きさの統計的有意性が 90%以上の領域に陰影をつけた。
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第 4 章 考察 4.1流線関数偏差の形成過程に関する考察

図 4.3: MJOの各位相で合成した, 北インド洋亜熱帯域の渦度収支。平均した領域は, (15◦N-25◦N,
75◦E-85◦E)。(a) は黒実線で流線関数偏差の時間変化項 (∂ψ′

ISO/∂t) [m
2s−2], 青破線で季節内変動成

分に伴う線形項 ξL [m2s−2], 赤破線で季節内振動成分に伴う非線形項 ξN [m2s−2], 橙破線で残差項 R
[m2s−2]を示す。(b) は季節内変動成分に伴う線形項の内訳。青実線で季節内変動成分に伴う線形項
ξL [m2s−2], 緑破線で移流項

∑2
i=1 ξi [m

2s−2], 黄破線で発散項 ξ3 [m2s−2] を示す

(1) 北インド洋亜熱帯域 (15◦N-25◦N, 75◦E-85◦E); 両線形・対称応答 (応答特性B)

図 4.3は, (15◦N-25◦N, 75◦E-85◦E) の領域で平均した, 各位相での渦度収支項の値を示す。
図 4.3a の黒実線は, ψ200偏差の時間変化項 (∂ψ′

ISO/∂t), 青破線は線形項 ξL, 赤破線は非線
形項 ξN , 橙破線は残差項Rを示す。まず, 全ての位相において, 非線形項は他の項に比べて
小さく, 線形項と残差項が流線関数偏差の時間変化項を決定していることがわかる。また, こ
れらの項は正弦波的に変動しており, 極大値と極小値の値はほぼ等しい。次に, PHASE2と
PHASE6に着目する。PHASE2では, 残差項は線形項に比べ小さく, 線形項が流線関数偏差
の時間変化を決定していることがわかる。PHASE6でも同様に, 線形項が支配的である。ま
た, 両位相での線形項の大きさも 20m2s−2程度と等しく, 対称的である。このように, この
領域での流線関数偏差場の形成に, 線形過程が支配的な役割を果たしていることは, 流線関
数偏差場がMJO-indexの振幅に対し, 両線形・対称応答を示していたことと整合的である
と考えられる。
さらに, 図 4.3b に, 線形項 ξL (青実線) を, 式 (2.29) に従い, 移流項

∑2
i=1 ξi (緑破線) と

発散項 ξ3 (黄破線) に分割した結果を示す。それぞれの項は, 線形項と同様に, 正弦波的な
変動をしており, 極大値と極小値の値はほぼ等しい。PHASE2と PHASE6に着目すると,

両位相領域で, 発散項が線形項と同符号を持つことがわかる。これより, PHASE3あるいは
PHASE7での ψ200偏差場は, 線形項の中でも, 発散項によって形成されていたことが示唆
される。また, 図は省略するが, 発散項 (式 2.29) の中でも ξ3の第一項が支配的であった。つ
まり, インド洋中央部に存在する対流偏差 (図 3.1) に伴う発散風が, 北インド洋亜熱帯域の
対流圏上層循環偏差の形成に支配的な役割を果たしていたことが伺える。

(2) 北太平洋亜熱帯域 (15◦N-25◦N, 175◦E-175◦W); 片線形応答 (応答特性A; PHASE3

のみで線形応答)

図 4.4は, (15◦N-25◦N, 175◦E-175◦W) の領域で平均した, 各位相での渦度収支項を示す。
図 4.4a から, この領域でも, 非線形項は他の項に比べて小さく, 線形項と残差項が流線関数
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図 4.4: 図 4.3と同じ。ただし, 北太平洋亜熱帯域における (15◦N-25◦N, 175◦E-175◦W) の領域平均。

偏差の時間変化項がを決定していることがわかる。ただし, これらの項は正弦波的な変動を
しておらず, 極大値と極小値の大きさが異なっている。例えば, 線形項の極大値は 40m2s−2

程度であるが, 極小値は 30m2s−2程度と異なり, 非対称である。次に PHASE2と PHASE6

に着目すると, 線形項の大きさは残差項に比べて大きいことがわかる (図 4.4a)。ただし, 同
じ位相における北インド洋亜熱帯域 (図 4.3a) と比較すると, 残差項もかなり大きな値となっ
ている。また, PHASE6における残差項の大きさは, PHASE2の 1.5倍程度と大きく, 逆位
相間で大きさは等しくない。しかも, 線形項 ξL と残差項 Rの絶対値の比率 (|R|/|ξL|) も,

PHASE2では約 0.7, PHASE6では約 0.75と大きくなる。このことから, PHASE2と比べ
て PHASE6では, この領域における対流圏上層循環偏差の形成には, 残差項の役割がより大
きいことがわかる。この特徴は, この領域での対流圏上層循環偏差が PHASE3では線形的,

PHASE7では非線形的にMJO-indexの振幅に対し応答していることと矛盾しないと考えら
れる。
さらに, 図 4.4b に, 移流項と発散項に分けた線形項の内訳を示す。この図から, 移流項と

発散項は正弦波的に変動していないことがわかる。例えば, PHASE2では移流項が支配的で
あるのに対し, PHASE6では, 移流項と発散項が同程度の寄与をしている。従って, PHASE2

と PHASE6では, ともに線形項が卓越するが, 偏差の形成メカニズムは異なっていることが
示唆される。

(3) 北太平洋北部 (40◦N-50◦N, 175◦E-175◦W); 非線形応答 (応答特性D)

図 4.5は, (40◦N-50◦N, 175◦E-175◦W) の領域で平均した, 各位相毎での渦度収支項を示
す。図 4.5a から, この領域では, おもに線形項と残差項が, 対流圏上層における流線関数偏
差の時間変化項を決定していることがわかる。ただし, 北インド洋亜熱帯域や北太平洋亜熱
帯域の循環偏差と比べると, 非線形項の比率も小さくない。また, PHASE2と PHASE6で
は, 残差項が卓越している。このことは, 両位相でこの領域における対流圏循環偏差の応答
が非線形的であったことと矛盾しないと考えられる。また, 線形項と残差項の変動は正弦波
的ではなく, 両位相間で非対称的である。例えば, 残差項の大きさは, PHASE2では 6m2s−2

程度であるが, PHASE6では-10m2s−2程度と約 2倍である。さらに, PHASE2では, 線形項
はほぼ無視でき, 残差項が時間変化傾向をほぼ決定しているのに対し, PHASE6では, 線形
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図 4.5: 図 4.3と同じ。ただし, 北太平洋北部における (40◦N-50◦N, 175◦E-175◦W) の領域平均。

項は無視できない大きさを持つ。
なお, 図 4.5b から, この領域では, 移流項と発散項とがほぼバランスしていたため, 線形

項は残差項に比べて小さな値となっていたことがわかる。

以上の渦度収支解析の結果から, MJO-indexの各位相領域で出現する対流圏上層の流線
関数偏差の形成メカニズムは, 地理的位置に依存して異なることが示された。また, この形
成メカニズムの違いが, MJO-indexの振幅に対する応答特性の違いと対応する可能性も示
唆された。特に, 線形的でない応答が多く存在する, 北太平洋域の波列パターンを構成する
中高緯度域での偏差の形成には, 残差項の寄与が支配的であることが示された。この残差項
は, 具体的には, 総観規模擾乱などの短周期擾乱 (高周波成分) の非線形力学過程も含んでい
る。従って, これらの季節内変動以外の変動成分に伴う非線形力学過程が, MJO-indexの振
幅に対して非線形的な応答の要因となったと考えられる。実際, 北太平洋北部の循環偏差は
ストームトラックの位置に存在し, 中高緯度域の総観規模擾乱が, 形成プロセスに大きく関
与していることが示唆される。
なお, 以上のことから, MJOに伴う対流強制によって形成される中高緯度域における循環

偏差を, 単純な線形力学モデルで表現することは難しいことがわかる。また, 少しでも正確
な応答を単純な力学モデルで表現するためには, 非線形力学過程を線形場の関数としてパラ
メタライズしてモデルに含めることが必須である。そのようなパラメタライズの手法を考案
するためにも, 第 3章で行った, MJO-indexの振幅に対する偏差場の応答特性に関する解析
を, 渦度方程式の各項についても実施する必要がある。

次に, 速度ポテンシャル偏差場と流線関数偏差場との応答特性の違い, 具体的には, 前者は
南北両半球の広い範囲でMJO-indexの振幅に対して線形的に応答していたのに対し, 後者
で線形応答していたのは, 北インド洋亜熱帯域などMJOに伴う対流偏差のごく近傍の領域
に限られることについて考察する。
まず, MJOに伴う対流偏差場が鉛直流偏差を通じ, 速度ポテンシャル場を直接的に強制す

ることを考慮すると, 速度ポテンシャル場がMJO-indexの振幅に対し線形的に応答するこ
とは, 比較的理解しやすい。一方, 速度ポテンシャル場は, それに伴う発散風による渦管生成
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によって, 流線関数偏差場を間接的に強制する。従って, 発散風に伴う渦度生成, すなわち発
散項が, 流線関数偏差の形成で主要な役割を果たす領域では, 流線関数偏差場もMJO-index

の振幅に対し線形的に応答することが期待される。実際, 発散項が卓越する北インド洋亜熱
帯域での流線関数偏差場は線形応答していた。一方, 発散項の役割が二次的な, 北太平洋北
部での流線関数偏差場はMJO-indexの振幅に対し線形応答しない。

4.2 先行研究との比較
まず, MJOが冬季の日本の天候に与える影響について調べた遠藤・原田 (2008) の結果と

比較する。彼らは, 日本域の気温偏差がMJOの位相極性に対して, 非対称的であることを指
摘している。さらに, 傾圧性擾乱の活動度がMJOの位相極性に対し非対称的であることが,

その要因であることを指摘している。このことは, 本研究で示された北太平洋北部における
流線関数場の形成で主要なプロセスである残差項の非対称性と対応している。なぜなら, こ
の渦度収支解析における残差項は, 季節内変動以外の変動成分に伴う非線形力学過程も含む
ためである。
一方, PNAパターンの形成メカニズムとMJOとの関係性について, 渦度収支解析を用い

て解析した, Mori and Watanabe (2008)の結果と比較する。まず, 彼らは, 負のPNAパター
ン (本研究における PHASE3で出現する北半球中高緯度の波列パターンに対応) の形成に,

非線形項が大きな役割を果たしていることを指摘した。これは, PHASE2の北太平洋北部
における流線関数偏差場の形成過程で, 残差項が主要な役割を果たしていたことを示した本
研究結果と整合的である。また, 季節内変動成分に伴う非線形項が二次的な役割を果たして
いたことも, 彼らの結果と矛盾しない。一方, 彼らは, 正の PNAパターン (本研究における
PHASE7の波列パターン) の形成過程では, 線形項が最も支配的であると主張している。こ
の点は, 本研究結果とは一見矛盾する。なぜなら, PHASE6での渦度収支解析より, 北太平
洋北部における流線関数偏差場の形成過程での残差項の卓越が本研究で示されたためであ
る。ただし, この矛盾をもたらした要因の一つは, 渦度収支解析を行った領域の違いにある。
実際, 彼らは, 北太平洋から北米にわたる広い領域で平均した渦度収支について解析を行っ
ている。また, 彼らの解析領域を対象として本研究で行った渦度収支解析を実施すると, 彼
らとほぼ同様の結果を得ることができた (図は省略)。さらに, 解析に用いた変動成分の違い
も, この相違の重要な要因である。実際, 彼らは周期が 10日以上の変動成分について解析し
ているが, 本研究では周期 30-90日の変動成分に着目している。このため, 本研究で行った
のと同様の解析を周期 10日以上の変動成分について実施し, 彼らの結果とさらに詳しく比
較することも必要である。
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熱帯大気における主要な変動成分である熱帯季節内振動 (Madden-Julian Oscillation:

MJO) は, 中高緯度大気にも影響を及ぼし, 異常気象を引き起こす一つの要因であること
が, これまでの研究により指摘されている。例えば, 遠藤・原田 (2008) は, 合成図解析の手法
を用いて, MJOが日本の冬季の天候に及ぼす影響が, 統計的に有意であることを指摘してい
る。しかしながら, 中高緯度域への応答が, MJOの振幅に対してどのように依存しているの
か, あるいはMJOの極性 (逆位相) に対して対称的か否かなどの, 応答特性の詳細は明らか
ではない。そこで, 本研究では, MJOの振幅と極性に対する, 中高緯度大気の詳細な応答特
性を明らかにするために, 1979年から 2013年までのNOAA 外向き長波放射量 (OLR) デー
タ, および JRA-55再解析データを用いて詳しい解析を行った。また, MJOに対する流線関
数偏差場の応答特性とその形成過程との関連性を検討するため, 渦度収支解析を行った。

まず, 季節内変動成分を取り出すため 30-90日 band-pass filterを施した熱帯域のOLR偏
差について主成分分析 (EOF解析) を行い, その結果得られる第一主成分 (EOF1) と第二主
成分 (EOF2) からMJOを定義した。このようにして定義したMJOは, 赤道域を 30-90日周
期でゆっくりと東進する, 水平スケールが数千 kmに及ぶ対流活動偏差場として特徴付けられ
る。次に, EOF1とEOF2に対応する時系列PC1, PC2によって張られる, MJOの振幅と位
相を表現する位相空間の中で, MJOの振幅が有意に大きい領域を位相方向に PHASE1から
PHASE8までの 8つの領域に分割し,各位相領域における大気循環場のMJOに対する応答特
性を吟味した。なお, PHASE1 (PHASE5)からPHASE4 (PHASE8)までは, MJOに伴う対
流活発域 (対流不活発域) が西アフリカ-インド洋西部で発生しはじめ (PHASE1, PHASE5),

インド洋域をゆっくりと東進しながら, 海洋大陸付近で発達する (PHASE4, PHASE8) 位相
に対応する。また, 例えば, PHASE1と PHASE5とは, MJOに伴う対流活発域が対流不活
発域に入れ替わる, 互いに逆位相の関係にある。一方, 大気循環場のMJOの振幅と極性に対
する応答特性は, 具体的には以下の観点から分析した。

(1) 速度ポテンシャル偏差場と流線関数偏差場の季節内変動成分が, 各位相領域で, MJO の
振幅に対し線形的に応答するか否か (線形性の検定)。

(2) 互いに逆位相の関係にある位相領域 (例えば, PHASE1と PHASE5; 以下, 対応する二
つの位相領域) で, 偏差がMJOの振幅に対して共に線形応答する場合は, 対応する位
相領域での回帰係数が互いに等しいか否か (対称性の検定)。

そして, この分析結果から, 緯度-経度格子点毎に, 偏差の応答を次の 4つに分類した。
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片線形応答 (応答特性A) :

対応する二つの位相領域のうち, 一方の位相領域では線形的に応答するが, その逆位相
領域では線形的に応答しない場合。

両線形・対称応答 (応答特性B) :

対応する二つの位相領域で線形的に応答し, かつ, 回帰係数の差が統計的に有意でない
場合。

両線形・非対称応答 (応答特性C) :

対応する二つの位相領域で線形的に応答し, かつ, 回帰係数の差が統計的に有意な場合。

非線形応答 (応答特性D) :

対応する二つの位相領域の両方で, 線形的に応答しない場合。

なお, ある位相における, ある格子点での応答特性が, 応答特性 A (ただし, その位相にお
いて線形応答を示す場合), 応答特性 B, あるいは応答特性 Cに分類される場合には, そこで
の偏差は, MJOの振幅に対して線形応答する。
以下に, 各位相領域 (対応する二つの位相) 毎の偏差場の空間構造の特徴と, 応答特性をま

とめる。なお, 対流圏上層 (200hPa) の特徴を中心に記述する。

PHASE1&5

対流偏差場: 西アフリカ-インド洋西部と海洋大陸中央部を中心とする対流偏差 [PHASE1

(PHASE5) では, 前者の領域に対流活発域 (対流不活発域), 後者の領域に対流不活発
域 (対流活発域)] が存在する。

速度ポテンシャル偏差場: 高緯度域まで拡がる傾圧的な東西波数 1の空間構造を持つ。
合成偏差の大きさが, 統計的に有意な領域のほとんどは線形応答を示す。その中で, イ
ンド洋西部の対流偏差域から南西方向や, 海洋大陸中央部の対流偏差域から北東方向
に拡がる領域は応答特性B, オーストラリア域は応答特性C, それ以外のほとんどの領
域は応答特性A (例えば, ユーラシア大陸) を示す。

流線関数偏差場: 低緯度域の偏差場は, MJOに伴う対流偏差と対応するMatsuno-Gill

パターンに似た, 傾圧的な構造を持つ, 赤道を挟んでほぼ対称的な循環偏差の対として
特徴付けられる。中高緯度域の一部の領域 (例えば, 北米大陸東部など) には, 順圧構
造を持つ有意な偏差が存在する。合成偏差の大きさが有意な低緯度域のほとんどは, 応
答特性Aを示す。ただし, インド洋亜熱帯域は応答特性B。中高緯度域で, 合成偏差の
有意な領域のほとんどが応答特性D (例えば, アラスカ域) を示す。応答特性Cを示す
領域はほとんど存在しない。

PHASE2&6

対流偏差場: インド洋中央部と海洋大陸東部を中心とする対流偏差が存在する。
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速度ポテンシャル偏差場: 高緯度域まで拡がる傾圧的な東西波数 1の空間構造を持つ。
合成偏差の大きさが統計的に有意な領域のほとんどは線形応答を示す。その中で, イ
ンド洋中央部の対流偏差域から南北方向や, 海洋大陸東部の対流偏差域の西側で南北
方向に拡がる領域では応答特性 B, それ以外の領域 (例えば, ユーラシア大陸北東部)

は, 応答特性Aを示す。応答特性 Cを示す領域はほとんど存在しない。

流線関数偏差場: 低緯度域では, Matsuno-Gillパターンに似た傾圧的な構造を持つ。北
半球中高緯度域には, 有意な偏差場はほとんど存在しない。合成偏差の大きさが統計
的に有意な低緯度域で, 海洋大陸と太平洋東部は応答特性B, それ以外のほとんどの領
域は応答特性A (例えば, 北太平洋亜熱帯域), あるいは応答特性D (例えば, 南太平洋
亜熱帯域) を示す。応答特性 Cを示す領域はほとんど存在しない。

PHASE3&7

対流偏差場: インド洋東部と太平洋西部を中心とする対流偏差が存在する。

速度ポテンシャル偏差場: 高緯度域まで拡がる傾圧的な東西波数 1の空間構造を持つ。
合成偏差の大きさが統計的に有意な領域の中で, インド洋東部の対流偏差域の南北方
向や, 太平洋西部の対流偏差域の西側の南北方向に拡がる領域は応答特性B, 北米のご
く一部の領域は, 応答特性Aを示す。応答特性 Cを示す領域はほとんど存在しない。

流線関数偏差場: 低緯度域では, Matsuno-Gillパターンに似た傾圧的な構造を持つ。北
半球中高緯度域では, PNA (Pacific-North American) パターンと類似する, 北太平洋
域から北米域に連なる波列状の順圧構造を持つ有意な偏差が存在する。合成偏差の大
きさが統計的に有意な, 低緯度域のほとんどは応答特性Aを示す。ただし, 海洋大陸亜
熱帯域は応答特性 B。中高緯度域で合成偏差が統計的に有意な領域のほとんどは応答
特性D (例えば, 北太平洋北部), もしくは応答特性A (例えば, 北大西洋東部の一部) を
示す。ただし, ユーラシア大陸の一部では応答特性Bを示すが, そこでの合成偏差は有
意ではない (もしくは極端に小さい)。応答特性 Cを示す領域はほとんど存在しない。

PHASE4&8

対流偏差場: 海洋大陸西部と太平洋中央部を中心とする対流偏差が存在する。

速度ポテンシャル偏差場: 高緯度域まで拡がる傾圧的な東西波数 1の空間構造を持つ。
合成偏差の大きさが統計的に有意な領域の中で, 海洋大陸西部の対流活発域の南北方
向や, 大西洋域から北東や南西に拡がる領域は, 応答特性 Bを示す。ただし, その領域
は, PHASE3&7に比べ狭い。ヨーロッパ域などのごく一部の領域は応答特性 Aを示
す。応答特性 Cを示す領域はほとんど存在しない。

流線関数偏差場: 低緯度域では, Matsuno-Gillパターンに似た傾圧的な構造を持つ。北
半球中高緯度域では, PNAパターンに対応する順圧的な波列状パターンが存在する。
合成偏差の大きさが統計的に有意な, 低緯度域のほとんどの領域は応答特性Aを示す。
ただし, 海洋大陸亜熱帯域は応答特性 B。中高緯度域で合成偏差が有意な領域のほと
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んどは応答特性 A (例えば, 北米大陸東部), もしくは応答特性 D (例えば, 北欧域) を
示す。応答特性 Cを示す領域はほとんど存在しない。

以上の結果から, 位相領域に関わらず, 合成偏差の大きさが統計的に有意な速度ポテンシャ
ル偏差が存在する領域のほとんどは, MJOの振幅と極性に対し, 線形的かつ対称的に応答し
ていることが示された。一方, 流線関数偏差場は, 合成偏差の大きさが統計的に有意な領域
でも, 線形応答特性を示さない場合が多い。この傾向は, 中高緯度域で特に顕著であった。ま
た, 両線形・対称的な応答を示すのはごく一部であった。

次に, 流線関数偏差場の応答特性とその形成過程との関連性を検討するため, 対流圏上層
の 200hPa等圧面について渦度収支解析を行った。その結果, MJOの各位相領域で特徴的な
対流圏上層の流線関数偏差場の形成メカニズムは, 地理的位置に依存して異なることが示さ
れた。本研究では, 顕著な偏差が北半球中高緯度に存在した PHASE3と PHASE7での流線
関数偏差形成過程を明らかにするため, その直前の位相に対応する PHASE2と PHASE6に
おいて渦度収支解析を行った。その結果から明らかになった特徴を以下に示す。

(1) 両線形・対称応答 (応答特性 B) を示す北インド洋亜熱帯域の循環偏差の形成には, 季
節内変動成分に伴う線形力学過程が主要な役割を果たしている。

(2) 片線形応答 (応答特性 A) を示す北太平洋亜熱帯域の循環偏差の形成には, やはり線形
過程が支配的であるが, 季節内変動以外の変動成分 (短周期成分など) に伴う非線形項
の寄与も無視できない。

(3) 非線形応答 (応答特性D) を示す北太平洋北部の循環偏差の形成には, 非線形力学過程
が支配的な役割を果たしている。実際, この循環偏差はストームトラックの位置に存
在しており, 総観規模擾乱による非線形項の関与が示唆される。

このように, 偏差場の応答特性は, その形成過程を通じて理解可能であることが示唆された。

本研究の結果から, 北半球冬季におけるMJOに対する対流圏大気場の応答特性の詳細が
明らかになった。しかも, ここで示された特徴は, 単純な合成図解析や相関解析のみでは記
述できないものである。さらに, 応答特性は偏差場の形成過程と関連していることも示唆さ
れた。例えば, MJOの振幅に対し線形的な応答をしない, 中高緯度域での循環偏差の形成に
は, 総観規模擾乱などの短周期成分に伴う非線形力学過程の役割が支配的であることが示さ
れた。このため, 単純な線形力学モデルで中高緯度の応答を再現・理解するためには, 季節
内変動以外の変動成分に伴う非線形力学過程を季節内変動成分の関数としてパラメタライズ
して規定する必要がある。このようなパラメタライズの定式化を行うためには, まず, 本研
究で用いた研究手法を用いて, 循環偏差場の時間発展を表現する渦度方程式の各項のMJO

の振幅に対する応答特性を明らかにする必要がある。
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